



























































































                                                  



























その後、2013 年 10 月には、市ではなく愛媛県議会において『中小企業振興条例』が採
択されている。さらには、東温市の隣の松山市においても、中小企業振興条例制定の動き
があり、2014 年 3 月に『松山市中小企業振興基本条例』が制定された。 
 
地方自治体における産業振興条例や中小企業振興条例の制定の動きはこれまでもあり、
1979 年の墨田区、2001 年の八尾市、2004 年の三鷹市、2007 年の帯広市、2009 年の釧路市














後の政策形成に役立てるため、独自調査が実施された。とりわけ東温市では 2011 年 12 月
から 2012 年 1 月にかけて『東温市市内企業現状把握調査』が実施され、ただちに単純集
計レベルでの結果公表が行われた。その結果、小規模事業所がいかに多いかが改めて認識
され、東温市では条例に「零細」という言葉を入れる決断をした。そして、1 年間の審議
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図 1-1 愛媛県内の市町と地域区分 
 






ある今治市に隣接しており、総面積は 211.45ｋ㎡、人口は 34,198 人（2014 年 6 月現在）
の県内では中堅都市である。世帯数は 14,563 世帯（2014 年 6 月現在）と近年では増加傾
向にあるが、人口自体は数年前をピークにやや減少傾向にあり、一世帯当たり人員は 2.34







図 1-2 東温市の産業別従業者数割合（2012 年） 
 
出所：総務省統計局『平成 24 年経済センサス－活動調査』 
 










うち医療・福祉関連は 1,754 人と、全業種従業者の 11.4％を占める高割合となっている（図
1-2）。なお、その他の産業別事業所数、従業者数は図 1-2 および図 1-3 のようになっており、
事業所数の最大部類は卸売・小売業で 331 事業所（28.5％）、従業者数割合は、製造業で 3,140
人（20.4％）となっている。 
 
図 1-3 東温市の産業別事業所数割合（2012 年） 












第 2 節 愛媛県内での東温市の経済的位置 
2012 年経済センサス活動調査によると、2012 年 2 月 1 日現在の愛媛県内事業所数は
65,419 事業所、従業者数は 576,727 人で、それぞれ全国 25 位、27 位となっている。また、
「平成 23 年度愛媛県市町民所得統計」によると、2011 年度の市町内総生産の総額（＝県
内総生産）は 5 兆 1,000 億円となり、地域別構成比は、東予が 44.2％と最も大きく、次い
で中予 40.0％、南予 15.8％となっている。 
愛媛県内における東温市の経済的位置を把握するため、これら事業所数、従業員数、市
町民所得等を市町別に見てみる。 
県内の事業所数を市町別にみると、松山市が 21,363 事業所（事業所全体の 32.68％）と
圧倒的多数である。次いで今治市が 8,738 事業所（同 13.3％）、新居浜市が 5,353 事業所（同
8.2％）となっており、これら 3 市で愛媛県の事業所の 54.1％を占める結果となっている。
また、この 3 市のみが 5,000 事業所以上となっており、宇和島市などは 5,000 事業所を下
回る結果となっている。 
一方、東温市は 1,163 事業所、事業所全体の 1.8％となっており、県内の 20 市町のうち
13 番目となっている（図 1-4）。 
 
図 1-4 愛媛県内市町別事業所数割合（2012 年） 
  




図 1-5 愛媛県内市町別従業者数割合（2012 年） 
 
出所：総務省統計局『平成 24 年経済センサス－活動調査』   
 
従業者数を市町別にみると、松山市が 219,621 人（従業者全体の 38.15％）と最も多く、
こちらも従業所数同様圧倒的多数である。次いで今治市が 69,578 人（同 12.1％）、新居浜
市が 54,020 人（同 9.4％）となっており、これら 3 市で県の従業者の 59.6％を占める。こ
れに対し東温市は、15,374 人、2.7％となっており、20 市町のうち 8 番目の規模である。
事業所数、従業員数では松山市や今治市に大きく水をあけられた結果となっている現状で
ある（図 1-5）。 
2011 年度の市県民総生産を市町別にみると、松山市が 1,631,661 百万円（32.0％）と圧
倒的で、次いで今治市が 17.1％、新居浜市が 9.6％と、これら 3 市で全体の 50％を超えて
いる。東温市は愛媛県全体では 2.3％ほどの割合となっており、20 市町の中では 9 番目の
位置となっている 。（図 1-6）  
 2011 年度の一人当たり市町民所を見ると、中心市である松山市に代わって今治市が最も
高く、3,416 千円となっている。以下、四国中央市、西条市、新居浜市と続き、松山市は
2,484 千円で 8 番目の水準である。一方東温市は 2,321 千円で、松山市のやや下、10 番目







図 1-6 県民総生産の市町別割合（2011 年度） 
 
出所：愛媛県庁企画振興部統計課『平成 23 年度平成 23 年度愛媛県市町民所得統計』 
 
図 1-7 市町別一人当たり県民総生産（2011 年度経済センサス） 
 






第 3 節 県内他市との産業別事業所・従業者割合比較 
 以下では、中予地域の松山市、東予地域の今治市、南予地域の宇和島市を比較対象市と
して、東温市の経済データを比較する。4 地域について、農林漁業、製造業、および医療・
福祉業に関する産業別事業所割合、従業員数割合を一覧したものが以下の表 1-1 である。 
 
表 1-1 東温市および主要市の事業所・従業者割合（2012 年） 
  
 












































る。また、2010 年国勢調査によれば、昼間人口は 36,663 人で、全国ランク 677 位、愛媛
県内では 10 位の位置で、ほぼ中堅的位置である。 
ただし、昼夜間人口比（「人口総数」に対する「昼間人口」の割合）でみると、104.0％









における推計によると、2040 年の人口推計では 20～39 歳の女性の数が 49.8％の市区町村
で 5 割以上減り、推計対象の全国約 1800 市町村のうち 523 では人口が 1 万人未満となっ
て消滅するおそれがあるとされる。人口 1 万人以上と推計される 373 市町村と合わせて 896




ど 6 町、1 万人以上の消滅危険市町は 7 市町で、ここには今治市や宇和島市などの県内主要
市も含まれる。これに対し東温市では若年女性人口変化率（2010-2040 年）が-33.3％で県


















表 1-2 2040 年将来人口推計と減少率 
 




2010年 2010年 2040年 2040年
総人口 20-39歳女性 総人口 20-39歳女性 総人口 若年女性
松山市 517,231 68,468 438,364 42,603 -15.2% -37.8%
今治市 166,532 17,209 113,071 9,356 -32.1% -45.6%
宇和島市 84,210 7,280 51,891 4,089 -38.4% -43.8%
八幡浜市 38,370 3,111 22,438 1,606 -41.5% -48.4%
新居浜市 121,735 12,890 94,403 8,658 -22.5% -32.8%
西条市 112,091 11,572 89,273 7,762 -20.4% -32.9%
大洲市 47,157 4,467 29,529 2,376 -37.4% -46.8%
伊予市 38,017 4,025 26,998 2,338 -29.0% -41.9%
四国中央市 90,187 9,432 66,687 5,747 -26.1% -39.1%
西予市 42,080 3,207 25,242 1,789 -40.0% -44.2%
東温市 35,253 4,206 29,455 2,804 -16.4% -33.3%
上島町 7,648 417 4,402 249 -42.4% -40.3%
久万高原町 9,644 570 4,300 234 -55.4% -58.9%
松前町 30,359 3,450 24,249 2,197 -20.1% -36.3%
砥部町 21,981 2,569 16,806 1,413 -23.5% -45.0%
内子町 18,045 1,400 10,721 805 -40.6% -42.5%
伊方町 10,882 673 5,565 351 -48.9% -47.8%
松野町 4,377 300 2,410 159 -44.9% -47.0%
鬼北町 11,633 780 6,874 469 -40.9% -39.9%




2010年 2010年 2040年 2040年
総人口 20-39歳女性 総人口 20-39歳女性 （2010→2039） （2010→2040）
松山市 517,231 68,468 435,156 42,980 -15.9% -37.2%
今治市 166,532 17,209 105,242 7,766 -36.8% -54.9%
宇和島市 84,210 7,280 47,344 3,063 -43.8% -57.9%
八幡浜市 38,370 3,111 20,295 1,106 -47.1% -64.4%
新居浜市 121,735 12,890 89,899 7,610 -26.2% -41.0%
西条市 112,091 11,572 86,806 6,730 -22.6% -41.8%
大洲市 47,157 4,467 26,182 1,724 -44.5% -61.4%
伊予市 38,017 4,025 25,812 2,054 -32.1% -49.0%
四国中央市 90,187 9,432 63,063 4,924 -30.1% -47.8%
西予市 42,080 3,207 23,358 1,238 -44.5% -61.4%
東温市 35,253 4,206 29,269 2,714 -17.0% -35.5%
上島町 7,648 417 4,109 151 -46.3% -63.8%
久万高原町 9,644 570 3,863 134 -59.9% -76.4%
松前町 30,359 3,450 23,685 2,032 -22.0% -41.1%
砥部町 21,981 2,569 16,109 1,176 -26.7% -54.2%
内子町 18,045 1,400 9,794 542 -45.7% -61.3%
伊方町 10,882 673 5,029 212 -53.8% -68.5%
松野町 4,377 300 2,263 106 -48.3% -64.7%
鬼北町 11,633 780 6,542 319 -43.8% -59.1%

























 東洋経済新報社 2005 年版『全国住みよさランキング』では、「愛媛大学医学部附属病院
があり」、「人口当たりの病床数が多いこと」、などが安心度を高めた結果として、愛媛県内
第 1 位（全国 59 位）のランキングとなっていた。しかし近年ではその順位をやや下げてし













総務省統計局『平成 21 年経済センサス‐基礎調査』 
総務省統計局『平成 24 年経済センサス－活動調査』 
総務省統計局『平成 22 年国勢調査』 
愛媛県庁企画振興部統計課『平成 23 年度平成 23 年度愛媛県市町民所得統計』 
日本創成会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」記者会見資料・ 
  「全国市区町村別「20～39 歳女性」の将来推計人口」 
東温市ホームページ「東温市のプロフィール」（URL：http://www.city.toon.ehime.jp/profile/） 






第 2 章 中小企業振興政策の展開 
 






















2001年6月  行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）⇒ 各府省実施 
03 年 3 月 新地方行革指針（総務省） 05 年度にかけて 国と地方の協議 三位一体改革
05年12月 政策評価の実施に関するガイドライン（政策評価に関する各府省連絡会議） 
06 年 3 月 新行革指針に基づく集中改革プラン（総務省） 
















  ・地方自治法 2条 4項；市町村の基本構想の策定義務に係る規定は、撤廃する。 
  ・中小企業支援法 4 条 1 項；都道府県が行う中小企業支援事業実施に関する計画の作成
義務に関する規定は廃止する。 
    
（参考）政策評価に関する標準的ガイドライン（要約） 
 （2001 年 1 月 15 日 政策評価各府省連絡会議) 
第１ 政策評価の目的及び基本的枠組み  
１ 目的 行政の説明責任の徹底、効率的で質の高い行政の実現、成果重視の行政への転換
２ 政策評価の基本的枠組み  
（1）「政策評価」の概念 「plan」、「do」、「see」を主要な要素とする政策の企画・立案。 






 第２ 政策評価の実施に当たっての基本的な考え方  
１ 評価の時点 「事前の評価」、「事後の評価」、「途中の評価」 
２ 評価の観点 「必要性」、「効率性」、「有効性」、公平性」、「優先性」 
＊評価手法 可能な限り具体的な指標・数値による定量的な評価。 
３ 評価の方式及び実施の考え方  
（1）事業評価 ニーズに比して妥当か、上位の目的に照らして妥当か、行政が担う必要が
あるか。  
（2）実績評価  達成すべき目標を設定し、実績を測定し、その達成度を評価。情報を提供。 
  （a）主要な施策等に関し、成果（アウトカム）に着目した目標（「基本目標」）を設定す
る。それぞれの指標ごとに、定量的又は定性的な指標を用いて達成目標を設定する。























































































































2012 年 12 月 
安倍内閣発足  
内閣方針 1.大胆な金融緩和 2.機動的な財政運営 3.成長戦略 
2013 年 3 月 中小企業金融円滑化法の期限終了 


























































































































小委員会報告書―」（2014 年 2 月、中小企業庁） 
 









製造業その他 資本金 3億円以下の会社または常時雇用従業員 300 人以下の会社・個人
卸 売 業 資本金 1億円以下の会社または常時雇用従業員 100 人以下の会社・個人




製造業その他 従業員 20 人以下 








2012 年 8 月 8 日衆院解散匂わす/11 月 17 日解散/12 月 16 日投票/12 月 26 日新内閣 
   公約 産業投資立国・貿易立国、成長戦略、国土強靭化計画、 
       デフレ・円高対策 ⇒ 出し惜しみしない財政支出、異次元緩和 
   内閣方針 1.大胆な金融緩和 2.機動的な財政運営 3.成長戦略 
2013 年 1 月；日銀内閣連携・2％ターゲット、10 兆円規模の経済対策 
   4 月；黒田日銀総裁「量的質的金融緩和」「異次元緩和」 
     ⇒5 月 22 日まで 直線的な円安進行、株価上昇  
     8 月；参院選与党多数  消費税率引き上げ実施観測、駆け込み需要発生  




 11 月；消費税率引き上げ決定  14 年 4 月消費税 8％引き上げ実施 
2014 年 反動減早期克服のための予算措置、株価ＰＫＯ  
  6 月 骨太の方針決定 金融緩和・財政出動による景気維持 消費税 10％ 
 
アベノミクス 3 本の矢 
第 1 の矢 大胆な金融政策によりデフレマインドの一層 
第 2 の矢 機動的な財政政策により湿った経済を発火 
第 3 の矢 新たな成長戦略（日本再興戦略）により、日本経済の再生とデフレからの脱却 
 














  各地域における「地方産業競争力協議会」の設置 、地域における創業等を促進するた
めの支援 、小規模事業者の振興に向けた枠組みの整備 
 






④ 成長志向型の法人税改革を実施。数年で法人実効税率を 20％台まで引き下げる。 
⑤ 科学技術イノベーションの推進とロボット革命。ロボットによる産業革命については
「ロボット革命実現会議」を立ち上げ、2014 年末までに 5 カ年計画を策定。 
2、担い手を生み出す～女性の活躍促進と働き方改革 
⑥ 女性の就業率（25 歳～44 歳）を 2020 年に 73％へ、指導的地位を占める女性の割合
を 30％程度に高める。そのために学童保育の拡充、女性就労に中立的な税・社会保障
制度等を実現。 





⑧ 外国人が日本で活躍できる環境整備。外国人技能実習制度の対象を 2015 年度から期
間を 3 年から 5 年に延長。国家戦略特区での家事支援人材の受け入れなど。 
3、新たな成長エンジンと地域の支え手となる産業の育成 
















































条例の制定の動きはこれまでもあり、1979 年の墨田区、2001 年の八尾市、2004 年の三鷹市、
2007 年の帯広市、2009 年の釧路市などがよく知られている。ただ、今回の東温市に見られ







2002 年 埼玉県中小企業振興条例 
2004 年 茨城県産業活性化推進条例 
2005 年 三重県地域産業振興条例 






2009 年 福井県中小企業振興条例 
2010 年 大阪府地域産業振興条例       中小企業憲章閣議決定 




2013 年 大分県中小企業活性化条例、宮崎県中小企業振興条例、和歌山県中小企業振興条例 










1979 年 東京都墨田区中小企業振興基本条例 
1983-95 年 東京都港区、葛飾区、台東区、千代田区、中央区、大田区で中小企業振興条例 
1998-00 年 岐阜県中津川市、東京世田谷区、目黒区、長野県諏訪市、福岡県志免町 
2001 年-05 年 大阪府八尾市、宮城県塩竈市、長野県飯島町、東京都八王子市、千葉県習志野市、東京
都三鷹市、練馬区、板橋区、足立区、荒川区、埼玉県八潮市、千葉県柏市 
2006 年 東京都豊島区、東京都西東京市、東京都国立市、新潟県燕市 





























第 3 章 時代要請を先取した東温市の条例制定 
 




2013 年 8 月 1 日現在の推計人口は 34,160 人で、合併後の国調の人口数を見ると、2005 年




2004 年 旧温泉郡重信町と河内町が合併し東温市となる 
2004 年 東温市 髙須賀功市長（愛媛県産業労働部長、松山市商工会議所専務理事） 
     市長の重視政策  
     環境、文化、産業振興 ⇒ 人が定住し、人が集う、安全・安心な街づくり 
2005 年 産業創出課新設 5 名配置 
2005 年 産業振興会議     
     中小企業金融制度、利子補給に関する条例、中小企業振興資金融資 
     企業立地促進条例 企業誘致 医療機関、菓子工場、エレクトロニクス 
     農業従事者との連携 特区制度 東温ブランド 
     とうおん農産物等ブランド化推進委員会設置 
      ↓ 
     中小企業の自立支援、既存産業の新たな事業展開、新たな産業集積 





















2007 年 中小企業家同友会東温支部創設 
2010 年 同友会東温支部にて中小企業憲章、中小企業振興条例について検討始まる 
     植田浩史氏（慶応義塾大学教授） 問題提起 
 




2011 年 先進事例調査 
2012 年「市内企業の現状把握調査」（県の雇用調整助成金、9559 千円） 
2011 年 先進地職員研修 
同友会東温支部で研究会 釧路市産業振興部、中小企業家同友会知床支部等か
ら講師 
市職員 先進地職員研修  吹田市、大東市等 
 7 月 東温市商工会と協議 
  8 月 同友会東温支部と協議 東温支部、愛媛大が引き受け 
    9 月 「市内企業の現状把握調査」事業実施決定 交付決定 
    10 月 中小企業振興基本条例検討委員会設置（委員長 伊藤正信 愛媛大学教授） 
       「市内企業の現状把握調査」実施協議（和田寿博 愛媛大学教授、東温支部） 
       第 1 回検討委員会（現状、今後の展望についての意見交換、調査事業） 
2012 年 2 月 第 2 回委員会 振興条例の学習会（植田浩史 慶応義塾大学教授） 
    3 月 第 3 回委員会 「現状把握調査」の単純集計結果報告 （和田寿博教授） 
    6 月 第 4 回委員会 八尾市の振興条例に関する視察 
    8 月 第 5 回委員会 「現状把握調査」の単純集計結果最終報告 （和田寿博教授） 
     ～9 月 第 6・7 回委員会 中小企業振興条例の検討 
    12 月 第 8 回委員会 
 条例最終修正→検討委員会案確定→市長に答申、パブコメ実施 
2013 年 3 月議会 「東温市中小零細企業振興基本条例」可決 















第３節 東温市『事業所実態調査』の実施   
 











年 10 月 12 日として、同年 12 月から翌年 1 月にかけて実施された。廃業等で調査不能の事
業所も少なくなく、調査の実施事業所は 1,164 事業所で、調査拒否もあり、回収は 853 件
となった。結果については、単純集計結果をまとめた報告書が 2012 年 3 月に、産業創出課
より発表されている。 
 
調査結果が示す市内事業所の強い零細性   
2011 年 2 月の「経済センサス基礎調査」に先立って行われた市内事業所全数調査であっ
たが、その結果において何よりも注目されたのが従業者構成で、正社員 100 人以上の事業
所は 11 件（1.3％）、20 人以上 100 人未満事業所が 82 件（9.8％）であり、20 人未満のい
わゆる小規模事業所は 750 件（89.8％）という割合であった。小規模事業所の割合が非常
に高いことが改めて明らかになったのである。 
さらに問題は、20 人未満の中身である。750 件のうち、正規従業者 1人が 281 件、2人が
155 件と、１～2 人が 436 件で、20 人未満事業所の 58.1％（全体の 51.7％）を占めている

































































































第 4 章 調査分析結果から考える政策の方向性 
 
第 1 節 東温市の状況 
 




図 4－1 は 2002～2011 年度の市内総生産を示している。おおよそ 1,200 億円程度を推移
している。 
 




市内総生産の対前年度比を示したのが図 4－2 である。参考として松山市と比較している。 
図 4－2 東温市と松山市の経済成長率 
 
（愛媛県統計課） 
125.7 130.4 119.3 120.8 122.2
129.5


























































































図 4－4 産業別市内経済成長率 
製造業     建設業 
 
卸売・小売業    金融・保険業 
 
不動産業    運輸業・情報通信業 
 
サービス業 







































































































































































































運輸・情報通信業とサービス業は 2008 年度と 2009 年度にマイナス成長となり、2010
年度、2011 年度とプラスではあるが伸び悩んでいるとみられる。 
 

















































第 2 節 調査から見た市内事業所の実態 
 
本節では、第 2 編で分析された結果を横断的に整理する。 
 
1．事業所の今後の動向 



























































































第 3 節 調査から見る東温市の中小企業支援策 
 
1．調査から見えた事業所の課題と要望 























































































第 4 節 中小零細企業の課題と市の支援 
 




















































第 5 章 中小零細企業振興施策に当たって配慮され
るべき点 
 
 東温市では、平成 18 年（2006 年）に 10 年間の基本計画である『あなたが創るとうおん









     工業の振興 (1)産業振興体制の確立 
           (2)産業立地環境の整備 
           (3)企業誘致の推進 
           (4)中小企業の経営基盤の強化 
           (5)産業支援・研究開発体制の整備 
 






























ると、東温市の人口は、2010 年国勢調査の結果から見て、10 年後の 2025 年には 6.7％、20
年後の 2035 年には 13.1％減少するとされている。これは、いわゆる封鎖人口を前提とした
推計で、人口移動における変化はないと仮定し、出生・死亡という自然増減のみに着目し
た推計である。愛媛県内で比べると、東温市の人口減少は比較的緩やかに進む見通しとな
っているが、それでも 65 歳以上人口割合が 2010 年の 24.0％から 20 年後には 33.8％に上
昇するなど、かなりの高齢化が予想されている。また、日本創成会議（座長；増田寛也）




































































































































































































                                                  









































































下図は統計 GIS システムを用い、「東温市中小企業実態調査」と「平成 21 年経済センサ
ス基礎調査」それぞれにおける事業所数の密度について見たものである。対象数自体が前



































・地図操作－Google Maps と同様の地図操作が可能 
・ポイント移動－住所、郵便番号、経緯度 
・計測－距離、経路距離、面積 
・サブ地図表示－地図画面の 2 分割表示 
・案内図－メイン地図の広域地図表示・移動 






・国勢調査小地域集計（平成 12 年、17 年、22 年） 
・国勢調査地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 12 年、17 年、22 年） 
・事業所・企業統計小地域集計（平成 13 年） 
・事業所・企業統計地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 13 年、18 年） 
・経済センサス－基礎調査地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 21 年） 
 















合」から「縮小見通しのある事業所割合」を差し引いた値を DI 値として使用している。 
 
第 1 節 業績による先行き評価への影響 
 
図 1－1 売上高の推移別 5 年後の成長見通し比較 
 
 

























大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
合計 大幅に成長 やや成長 横ばい やや縮小 大幅に縮小
全体 743              2.3% 16.4% 36.3% 26.9% 18.0%
大幅に増加 13                23.1% 46.2% 7.7% 23.1% 0.0%
やや増加 137              3.6% 43.8% 38.7% 10.9% 2.9%
横ばい 215              1.9% 19.5% 54.0% 19.5% 5.1%
やや減少 210              2.4% 5.2% 35.2% 42.9% 14.3%
















図 1－2 売上高推移別 5 年後の成長見通し DI 値 
 
 




































第 2 節 業種別の見通しの違い 
 
図 1－3 業種別 5 年後の成長見通し DI 値 
 
 







































合計 大幅に成長 やや成長 横ばい やや縮小 大幅に縮小
全体 737              2.4% 16.7% 36.0% 26.5% 18.5%
建設業 123              0.8% 11.4% 39.8% 30.9% 17.1%
製造業 95                5.3% 17.9% 35.8% 23.2% 17.9%
流通商業 198              2.5% 14.6% 36.4% 25.8% 20.7%
金融・専門サービス業 101              1.0% 20.8% 33.7% 29.7% 14.9%









第 3 節 正規従業者数別の見通しの違い 
 
図 1－4 正規従業者数別（7 区分）5 年後の成長見通し DI 値 
 




ている。図 1－4 を見れば一目瞭然であるが、正規従業者が 20 人以上では成長見通しがプ
ラスとなっており、正規従業者数が小さくなるにつれて成長マイナスの度合いが大きくな
っている。つまり、正規従業者規模が大きいほど今後の見通しが明るい傾向にあるといえ
る。その中でも特に、正規従業者 2 人、3～4 人、5～9 人規模の企業間の差は非常に大きい。
































合計 大幅に成長 やや成長 横ばい やや縮小 大幅に縮小
全体 753              2.4% 16.9% 35.6% 26.7% 18.5%
1人 244              1.6% 11.5% 30.7% 27.0% 29.1%
2人 147              1.4% 10.2% 33.3% 31.3% 23.8%
3～4人 120              3.3% 20.0% 32.5% 25.0% 19.2%
5～9人 110              3.6% 24.5% 40.0% 26.4% 5.5%
10～19人 55                0.0% 27.3% 41.8% 25.5% 5.5%
20～49人 50                6.0% 22.0% 48.0% 22.0% 2.0%












第 4 節 各業種における正規従業者数別 DI 値の違い 
 
正規従業者数別 5 年後の成長見通し DI 値と割合 
図 1－5 建設業 見通し DI 値             





図 1－6 製造業 見通し DI 値 




図 1－7 流通商業 見通し DI 値    
 










合計 成長 横ばい 縮小
1～2人 64        7.8% 34.4% 57.8%
3～4人 20        15.0% 40.0% 45.0%
5～19人 29        13.7% 51.7% 34.5%









合計 成長 横ばい 縮小
1～2人 100     11.0% 35.0% 54.0%
3～4人 36        19.5% 22.2% 58.4%
5～19人 41        26.8% 46.3% 26.9%






















1～2人 3～4人 5～19人 20人～
成長マ イナス
縮小割合％
合計 成長 横ばい 縮小
1～2人 32        6.2% 34.4% 59.4%
3～4人 16        25.0% 37.5% 37.5%
5～19人 30        30.0% 40.0% 30.0%














































図 1－9 生活関連サービス業 見通し DI 値  
 




注：表 1-4 から表 1-8 までの「成長」及び「縮小」の各数値は下記のような形で算出 







正規従業者 1～2 人の見通しマイナス度合い、20 人以上の見通しプラス度合いが大きく分か
れている。 
  
合計 成長 横ばい 縮小
1～2人 54        16.7% 25.9% 57.4%
3～4人 14        28.6% 35.7% 35.7%
5～19人 24        29.2% 37.5% 33.4%









合計 成長 横ばい 縮小
1～2人 132     15.9% 31.1% 53.0%
3～4人 31        29.0% 38.7% 32.3%
5～19人 38        34.2% 28.9% 36.8%








































































































第 2 章 市内事業所の強みと成長への課題 
 





目を第 1 位から第 5 位まで選択していただく形式で集計を行っている。そのため、分析の
際には、第 1 位に選ばれた項目に 5pt、第 2 位に選ばれた項目に 4pt…、という具合にポイ
ントを振り分け、その項目の合計ポイント数を全体（全項目）の総ポイント数で割った値を










第 1 節 全業種の特徴 
 
図 2－1 自社の強みと考えている点、強化したいと考えている点（%） 
 
 




































































































































































































































第 2 節 業種別に見た違い 
 














































































































































































































































































































































































































































































図 2－4 自社の強みと考えている点、強化したいと考えている点 
流通商業（%） 
 






































































































































































































































図 2－5 自社の強みと考えている点、強化したいと考えている点 
金融・専門サービス業（%） 
 
















































































































































































































































































































































































































































































第 3 節 正規従業者数別に見た違い 
 
図 2－7 自社の強みと考えている点、強化したいと考えている点 
正規従業者 5 人未満（%） 
 
 
図 2－8 自社の強みと考えている点、強化したいと考えている点 

































































































































































































































































































































































図 2－7 及び図 2－8 は正規従業者数別、5 人未満と 5 人以上事業所で「強み」「強化した
い」項目をグラフ化し、比較したものである。 
 




















































図 2－10 ブランドの有無による利益 DI 値・見通し DI 値比較 
 
注：利益 DI 値は「利益増加事業所割合－利益減少事業所割合」 

























表 2－7 ブランドの有無別、2011 年利益動向 
 
表 2－8 ブランドの有無別、事業所の 5 年後の見通し 
 
 












図 2－11 自社ブランドの有無でみる 企業形態別割合 
 
表 2－9 自社ブランドの有無でみる 企業形態別割合 
 
合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 714           2.1% 14.3% 29.4% 30.7% 23.5%
ある 83            6.0% 27.7% 30.1% 19.3% 16.9%





合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 696           2.3% 17.5% 36.1% 26.1% 18.0%
ある 79            2.5% 32.9% 43.0% 19.0% 2.5%




















全体 751              46.7% 53.3%
ある 88                17.0% 83.0%























表 2－10 企業形態別でみる 資金繰りの状況 
 
 
図 2－12 自社ブランドの有無でみる 5 業種別割合 
 









全体 717        26.9% 41.0% 14.1% 18.0%
個人 329        18.2% 42.6% 17.0% 22.2%

















建設業 製造業 流通商業 金融・専門サービス業 生活関連サービス業




全体 737              16.0% 12.5% 27.0% 12.9% 31.6%
ある 86                7.0% 20.9% 29.1% 14.0% 29.1%








































































第 3 章 市内事業所が考える東温市の特徴 
 
































































どちらかと言えばメリットとして認識 (2) (4) (6) (9) (11) 







 表 3-2 は、「その他」のメリットとデメリットに関する回答の一部を示したものである。
数は少ないがメリット・デメリットに対する興味深い指摘が見られる。 



























第 2 節 業種別・正規従業者規模別・売上高推移別での比較 
1. 5 業種別での比較 
次に、5 つに分けた業種、建設業、製造業、流通商業、金融・専門サービス業、生活関連














位にすると 10 番目であった。 
流通商業では、メリットと考える割合の大きい項目は 1 位（1）「古くからのつながり」、

















に捉えているのかを見ていくこととする。図 3-3 は、各事業所を正規従業員数が 1 人、2 人、












































































































第 4 章 売上・利益の変化 
 
第 1 節 2010 年度と 2011 年度の売上・利益の推移 
 
1．売上の変化 
 本項では、2010 年度と 2011 年度でどのような売上の変化があったのかを比較する。 
 
表 4－1 2010 年度と 2011 年度の売上比較 
 
 
表 4－2 2010 年度から 2011 年度への売上変化 
 
 






売上が 2010 年度から 2011 年度で改善傾向が見られたのは、139 事業所（17.7％）であ
り、これは悪化傾向にある事業所よりも大きくなっている。しかし、2010 年度と比較して
2011 年度は、「大幅に増加」が 9 事業所だけ減少している。また、「大幅に減少」も 21 事
業所だけ増加している。 





大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 合計
大幅に増加 12 1 3 7 1 15
やや増加 2 80 28 15 4 139
横ばい 0 30 165 32 9 225
やや減少 0 22 24 149 39 223
大幅に減少 1 6 5 20 131 184












表 4－3 2010 年度と 2011 年度の利益比較 
 
 









2010 年度と 2011 年度それぞれの売上推移と利益推移の関係を見る。売上増加事業所の
うち、利益も増加しているのは 2010 年度 118 事業所、2011 年度 111 事業所あり、売上は




表 4－5 売上と利益の増減関係 
 
 




大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 合計
大幅に増加 11 2 2 0 0 15
やや増加 3 55 21 17 8 104
横ばい 2 30 165 30 8 235
やや減少 3 16 39 159 27 244
大幅に減少 1 6 11 37 132 187








増加 横ばい 減少 合計
増加 118 23 10 151
横ばい 6 200 28 234
減少 5 13 374 392




増加 横ばい 減少 合計
増加 111 32 13 156
横ばい 5 196 24 225
減少 3 9 394 406






さらに、2010 年度から 2011 年度の変化を下の表で示した。カッコの割合は全体の事業
所数に対するものである。 
 
表 4－6 売上・利益の増減の変化 
 利益 















増収増益（売上増・利益増）の事業所は 7 だけ減少しており、減収減益は 20 増加している。
また、増収減益も増加しており、利益の減少傾向が特に表れている。 
 さらに、ここで 2011 年度に増収増益となった事業所に注目する。これらの事業所が 2010
年度にどのような売上・利益の状態から増収増益となったかを確認する。2011 年度増収増
益であった事業所の 2010 年度の状態の内訳を図 4－1 で示した。 
 
図 4－1 2010 年度から 2011 年度増収増益に変化した事業所数 
 利益 






横ばい 2 13 4 
減少  2 19 
 
2011 年度において、2010 年度から変化せず増収増益であった事業所が 64 事業所あった。
また 2 事業所が 2010 年度の状態が不明であって 2011 年度は増収増益であった。45 事業所
はその他の状態から変化している。2011 年度に増収増益に転じた事業所で 2010 年度の状













図 4－2 2010 年度から 2011 年度減収減益に変化した事業所数 
 利益 
増加 横ばい 減少 
売上
 
増加 19 1 4 
横ばい  33 4 
減少 1 6  
332（+4） 
 
第 2 節 売上・利益の増加・減少要因 
 
1．年度別要因 
 どのような要因によって売上・利益の変化が生じたのかを見ていく。図 4－3 は増加要因
を示したものである。 



























































































































































































































































































































































表 4－7 売上変化と資金繰りの状況 
 
表 4－8 利益変化と資金繰りの状況 
 
 
























改善 29.2 42.5 11.5 16.8 100.0
維持 26.1 42.0 15.0 16.8 100.0




改善 30.2 41.5 10.4 17.9 100.0
維持 25.3 41.9 14.9 17.9 100.0


























































































家の建替えで 8 ヶ月位休業した為 
店舗での販売ができなくなり、自動販売機だけになったため 

















































表 5－1 事業所の強み選択割合（%） 
 
 
図 5－1 事業所の強み，強化したいもの選択割合（%） 
 
 
事業所合計 858 強み 858 強化
回答事業所合計 604 割合（回答事業所、%） 570 割合（回答事業所、%）
経営戦略・経営企画 83 13.7 129 22.6
営業・交渉 108 17.9 142 24.9
製品・サービス開発・独自性 172 28.5 136 23.9
技術・精度・品質の高さ 290 48.0 160 28.1
迅速さ・納期スピード 187 31.0 89 15.6
品揃え・万能性 92 15.2 53 9.3
価格競争力 89 14.7 63 11.1
東温市へのこだわり 62 10.3 39 6.8
細やかな対応 258 42.7 132 23.2
市場開拓・販路開拓 37 6.1 162 28.4
広告宣伝 29 4.8 48 8.4
商品価値向上への取り組み 40 6.6 71 12.5
知名度 99 16.4 65 11.4
情報収集・分析 33 5.5 55 9.6
営業効率・作業効率 92 15.2 119 20.9
IT活用 15 2.5 50 8.8
デザイン・表現 25 4.1 24 4.2
知的財産 18 3.0 15 2.6
連携・ネットワーク 65 10.8 58 10.2
立地条件 97 16.1 19 3.3
人材 103 17.1 148 26.0
教育・訓練 30 5.0 115 20.2
資金調達 15 2.5 44 7.7
後継者の存在 20 3.3 48 8.4



























































































表 5－3 「3．優れた人材を集め易い」の選択状況と雇用，新規学卒者採用 
 
  




模別に明らかにする。図 5－2 は問 4－(5)をもとに，全業種を対象に今後必要な人材に求め











できれば東温市内から採用したい 10 27 80
市外から採用したい 3 0 4
こだわらない 11 43 126
採用なし 40 113 648
できれば県内の学校卒業者を採用したい 4 19 45
県外校卒業者を採用したい 0 0 1
こだわらない 17 40 138

















図 5－2 今後必要な人材に求める資質（全業種，%） 
 
表 5－4 今後必要な人材に求める資質（業種別，%） 
 
 次に，同様の分析を正規従業員数による規模別に行う。表 5－5 は，問 4－(5)をもとに，
規模別（正規従業員の人数 7 区分）に今後必要な人材に求める資質をまとめたものである。 
 業種別分析では，業種間での大きな相違は見られなかったが，正規従業員数による規模
別にみると，規模による相違が見られる。「責任感」の割合は依然として高く，多くの規模



























責任感 情熱 自主性 創意工夫 現場力 交渉力 コ ミュ ニ ケーショ ン 力 管理・ マ ネジメン ト力
事業所数
合計




建設業 67 77.6 34.3 37.3 34.3 38.8 9.0 41.8 9.0
製造業 62 80.6 43.5 37.1 32.3 29.0 11.3 41.9 22.6
流通商業 135 80.7 37.0 43.0 33.3 31.1 15.6 54.8 17.0
金融・専門
サービス業
66 74.2 45.5 43.9 36.4 30.3 15.2 50.0 18.2
生活関連
サービス業









 今後必要な人材に求める知識や経験について，業種別，規模別に分析する。図 5－3 は問
4－5 をもとに，全業種を対象に今後必要な人材に求める知識，経験についてまとめたもの






図 5－3 今後必要な人材に求める知識，経験（全業種） 
 
表 5－6 今後必要な人材に求める知識・経験（業種別，%） 
 









1人 81 72.8 35.8 50.6 24.7 25.9 9.9 46.9 8.8
2人 70 71.4 32.9 38.6 27.1 27.1 11.4 50.0 20.0
3～4人 87 79.3 44.8 35.6 35.6 33.3 11.5 51.7 14.9
5～9人 98 85.7 42.9 40.8 37.8 32.7 9.2 56.1 13.3
10～19人 53 79.2 47.2 47.2 39.6 34.0 24.5 64.2 11.3
20～49人 47 80.9 48.9 48.9 31.9 25.5 10.6 36.2 14.9














































建設業 54 13.0 11.1 7.4 3.7 5.6 3.3 22.2 27.8 55.6 0.0 11.1 5.6 27.8
製造業 54 3.7 11.1 14.8 1.9 1.9 1.9 29.6 29.6 7.4 11.1 7.4 9.3 53.7
流通商業 96 4.2 9.4 10.4 8.3 8.3 2.1 35.4 46.9 7.3 7.3 8.3 4.2 35.4
金融・専門
サービス業
53 15.1 17.0 17.0 13.2 1.9 11.3 32.1 43.4 9.4 13.2 15.1 3.8 30.2
生活関連
サービス業




表 5－7 今後必要な人材に求める知識・経験（正規従業員数による規模別，%） 
 
 

































1人 59 10.2 18.6 11.9 5.1 5.1 1.7 27.1 44.1 10.2 6.8 15.3 6.8 33.9
2人 51 11.8 15.7 5.9 3.9 2.0 2.0 31.4 37.3 21.6 3.9 5.9 7.8 25.5
3～4人 67 6.0 10.4 11.9 9.0 7.5 3.0 28.4 32.8 13.4 16.4 6.0 1.5 32.8
5～9人 77 1.3 3.9 5.2 2.6 2.6 2.6 18.2 39.9 14.3 20.8 10.4 2.6 42.9
10～19人 43 11.6 11.6 14.0 11.6 2.3 7.0 37.2 30.2 16.3 14.0 7.0 2.3 39.5
20～49人 36 2.8 5.6 16.7 8.3 8.3 2.8 25.0 47.2 13.9 16.7 8.3 11.1 30.6




















修の実施割合は低く，いずれも 4 分の 1 に満たない。 
正規従業員数が 5～9 人の事業所になると，従業員の研修が実施されている事業所の割合























建設業 82 34.1 62.2 19.5
製造業 75 18.3 44.0 17.3
流通商業 154 38.7 55.8 9.7
金融・専門サービス業 73 34.4 42.5 12.3




1人 114 14.0 76.3 9.6
2人 106 20.8 67.0 12.3
3～4人 100 24.0 58.0 18.0
5～9人 109 45.9 46.8 7.3
10～19人 54 59.3 22.2 18.5
20～49人 46 63.0 19.6 17.4

















表 5－10 従業員研修の有無別，人材に求める資質（%） 
 
図 5－5 従業員研修の有無別（%） 
 
 同様に，事業所の従業員研修の実施状況と，事業所が人材に求める知識，経験の関係を




















研修あり 175 197 80.6 48.6 46.9 34.9 30.3 18.3 64.6 20.6















責任感 情熱 自主性 創意工夫 現場力 交渉力 コ ミュ ニ ケーショ ン
力







表 5－11 従業員研修の有無別，人材に求める知識，経験（%） 
 
図 5－6 従業員研修の有無別，人材に求める知識，経験（%） 
 
 
第 5 節 分析結果と望まれる政策 
 





































研修あり 143 197 6.3 11.9 14.7 7.0 2.8 4.9 28.0 37.8 6.3 24.5 7.7 7.0 41.3



















パソ コ ン建設・ 土木
・ 不動
産





第 6 章 新たな事業展開の希望 
 
第 1 節 今後の事業展開 
 
1．積極的展開と消極展開 
 本節では、調査票設問 7（1）の今後 5 年ほど先の事業展開の予定から今後の事業所の方






 表 6－1 はそれぞれの項目の事業所数と全体に対するその割合を示している。積極的展開













しれないため、「その他」の項目は本節第 5 項で取り扱うことにする。 
 
2．規模別に見た事業展開 






















表 6－2 資本金規模と今後の予定（％） 
 
 




















100万円未満 9 0.0% 22.2% 0.0% 22.2% 0.0% 0.0% 0.0% 55.6% 0.0%
100万円～299万円 15 0.0% 20.0% 6.7% 0.0% 13.3% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0%
300万円～499万円 94 11.7% 3.2% 3.2% 4.3% 10.6% 2.1% 1.1% 60.6% 3.2%
500万円～999万円 48 25.0% 6.3% 4.2% 8.3% 4.2% 2.1% 0.0% 47.9% 2.1%
1000万円～4999万円 155 10.3% 11.6% 1.3% 6.5% 1.3% 0.6% 1.9% 63.2% 3.2%
5000万円～1億円未満 24 12.5% 8.3% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 8.3%






























































































 「その他」項目の記入欄の内容を示したのが表 6－3 である。 
 


















































第 2 節 移転の理由 
 本節では「移転」について分析する。第 1 節では「移転」を選択した事業所は 21 あった
が、設問 7（2）の有効回答数 18 となっている。18 事業所のうち 10 事業所は市内の移動で
あるが、6 事業所が隣接市への移転を検討している。 
表 6－4 業種別移転先 
 
 
 表 6－5 は移転理由の記入欄を業種別に示したものである。 
表 6－5 移転理由 































東温市内 隣接市 未定 合計
建設業 3 1 0 4
製造業 3 0 1 4
流通商業 4 0 1 5
金融・専門サービス業 0 4 0 4
生活関連サービス業 0 1 0 1












ているため、この項目については第 5 項で記入欄の内容とともに分析を行う。 
表 6－6 新たに展開したい事業分野 






























3．今後 5 年の予定と新たな事業分野 
 表 6－7 は今後 5 年の予定と新たな事業分野の関係を示したものである。これを見ると、
積極的展開を考えている事業所ほど新たな事業分野に興味を示しており、消極的展開の事
業所ほど新たな事業分野を検討していないことが明らかである。 
表 6－7 今後 5 年の予定と新たな事業分野 
 







 次に 2011 年度売上・利益との関係を見ると、売上・利益ともに増加している方が新たな
事業分野に関心を示しており、特に「医療・介護関連分野」の割合が大きくなっている。 












拡張 63 44.4% 20.6% 19.0% 7.9% 1.6% 6.3%
新規出店・進出 42 42.9% 11.9% 26.2% 2.4% 0.0% 16.7%
移転 15 66.7% 6.7% 13.3% 0.0% 6.7% 6.7%
縮小・集約 31 90.3% 6.5% 0.0% 3.2% 0.0% 0.0%
閉鎖・廃業 54 98.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%
業種転換 4 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%
合併・M&A 5 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 20.0%
現状維持 406 88.2% 3.4% 2.7% 1.5% 1.7% 2.5%
その他 19 78.9% 0.0% 0.0% 5.3% 0.0% 15.8%



























































表 6－8 業種別に見た「その他」の新たな事業分野 




































































































型の施策ですら、「利用した」と答えた事業数が 34、「利用中」と答えた事業所数が 21 で合
計 55 事業所と、資金調達円滑化型施策について回答した事業所数に占める割合はわずか
7.3％であった。その他の 3 タイプについても見ていくと、経営・技術ノウハウ提供型では、
「利用した」事業所数が 12、「利用中」の事業所が 2 の合計 14 事業所で、回答事業所数に
占める割合は 1.9％、人材確保・人材育成型は「利用した」事業所数が 10、「利用中」の事
業所が 2 の合計 14 事業所で、回答事業所数に占める割合は 1.6％、地域振興・販路開発等

































図 7-9~12 は売上高規模（300 万円未満、300 万円～499 万円、500 万円～999 万円、1000
万円～4999 万円、5000 万円～1 億円未満、1 億円～3 億円未満、3 億円以上）別に施策の
認知・利用状態の構成比を図示したものである。業種別に見た場合と同様に、全体的な傾
向は似通っている。 
 まず、比較的 1 億円以上の事業所は「知らない」の割合が比較的小さくなっていること
が分かる。そして、資金調達円滑化型を除き、僅かずつではあるが売上高が上昇するにつ

























えた数は 32 で、「窮屈」と答えた事業所数の 33.3%であった。「非常に厳しい」と答えた事

















































































要な資金融通の円滑化を図るものである。融資限度額は 500 万円、融資期間は 5 年以内で、
可能な融資金の使途は設備資金と運転資金である（併用は可）。融資に際して担保は原則不






 図 7-20 と図 7-21 を見ると、東温市中小企業振興資金融資制度と東温市中小企業金融制








 図 7-22~25 は、業種別と売り上げ規模別に認知・利用状態の構成比を図示したもので
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 東温市が 2011 年に実施した『市内事業所実態調査』については、すでに『平成 23 年度





























よる訪問回収とした。専任調査員（新規雇用）は 7 名であった。 
 
（5）調査実施期間 
   調査基準日     平成 23 年(2011 年)10 月 12 日 






調査対象事業所合計  1,359 件 ・・・ ① 
調査不能事業所数  195 件 ・・・ ② 
調査実対象事業所数  1,164 件 ・・・ ③ = ① - ② 
調査票回収事業所数  858 件 ・・・ ④ 
調査協力拒否事業所数  306 件  








倒産等による「存在不明」が 57 件（29.3％）、「移転」が 9件（4.6％）であった。 
当初の調査対象事業所数は、1,242 件であったが、調査時に新たに所在が確認され、調査協
力の承諾を得られた 117 件が加わり、調査対象事業所数は 1,359 件とされている。 
調査実施にあたっては、愛媛県中小企業家同友会事務局が主体となり、企画会社に協力






















合計 ～1945 1946～1960 1961～1975 1976～1990 1991～2005 2006～
全体 417 3.8% 6.0% 16.3% 27.6% 35.0% 11.3%
建設業 66 1.5% 7.6% 16.7% 39.4% 28.8% 6.1%
製造業 67 3.0% 7.5% 20.9% 25.4% 35.8% 7.5%
流通商業 116 3.4% 2.6% 19.8% 29.3% 32.8% 12.1%
金融・専門サービス業 57 8.8% 8.8% 10.5% 24.6% 33.3% 14.0%






合計 ～1945 1946～1960 1961～1975 1976～1990 1991～2005 2006～
全体 418 3.8% 6.0% 16.3% 27.5% 35.2% 11.2%
建設業 66 1.5% 7.6% 16.7% 39.4% 28.8% 6.1%
製造業 67 3.0% 7.5% 20.9% 25.4% 35.8% 7.5%
情報通信業 4 - - - 50.0% 50.0% -
運輸業 21 - 4.8% 19.0% 33.3% 38.1% 4.8%
卸売業 27 3.7% - 22.2% 33.3% 33.3% 7.4%
小売業 64 4.7% 3.1% 20.3% 25.0% 29.7% 17.2%
宿泊・飲食業 38 2.6% 10.5% 7.9% 18.4% 44.7% 15.8%
サービス業 87 6.9% 9.2% 13.8% 23.0% 34.5% 12.6%
教育・学習支援業 8 - - 12.5% 12.5% 50.0% 25.0%
医療・福祉関連業 35 5.7% - 11.4% 28.6% 40.0% 14.3%





合計 ～1945 1946～1960 1961～1975 1976～1990 1991～2005 2006～
全体 418 3.8% 5.5% 16.5% 27.0% 35.6% 11.5%
1人 41 4.9% 7.3% 14.6% 22.0% 34.1% 17.1%
2人 57 1.8% 3.5% 12.3% 24.6% 42.1% 15.8%
3～4人 85 2.4% 3.5% 14.1% 21.2% 40.0% 18.8%
5～9人 100 5.0% 5.0% 13.0% 27.0% 39.0% 11.0%
10～19人 56 5.4% 12.5% 14.3% 28.6% 33.9% 5.4%
20～49人 51 - 3.9% 19.6% 45.1% 27.5% 3.9%






合計 ～1945 1946～1960 1961～1975 1976～1990 1991～2005 2006～
全体 416 3.8% 5.8% 16.1% 27.4% 35.6% 11.3%
100万円未満 10 - 10.0% - 10.0% 10.0% 70.0%
100万円～299万円 14 - - - 14.3% 28.6% 57.1%
300万円～499万円 95 1.1% 2.1% 6.3% 22.1% 60.0% 8.4%
500万円～999万円 48 - - 2.1% 31.3% 43.8% 22.9%
1000万円～4999万円 165 2.4% 7.9% 20.0% 37.6% 26.7% 5.5%
5000万円～1億円未満 28 - 14.3% 50.0% 21.4% 10.7% 3.6%
























全体 431 2.3% 3.5% 23.0% 11.1% 39.4% 6.5% 14.2%
建設業 69 2.9% 4.3% 23.2% 13.0% 46.4% 1.4% 8.7%
製造業 69 1.4% 4.3% 18.8% 13.0% 39.1% 13.0% 10.1%
流通商業 120 1.7% 1.7% 22.5% 12.5% 39.2% 7.5% 15.0%
金融・専門サービス業 59 - 3.4% 25.4% 8.5% 30.5% 1.7% 30.5%

















全体 432 2.3% 3.5% 22.9% 11.1% 39.6% 6.5% 14.1%
建設業 69 2.9% 4.3% 23.2% 13.0% 46.4% 1.4% 8.7%
製造業 69 1.4% 4.3% 18.8% 13.0% 39.1% 13.0% 10.1%
情報通信業 4 - - 25.0% 25.0% 50.0% - -
運輸業 21 - - 19.0% 19.0% 38.1% 4.8% 19.0%
卸売業 29 - - 6.9% 17.2% 51.7% 10.3% 13.8%
小売業 66 3.0% 3.0% 30.3% 7.6% 33.3% 7.6% 15.2%
宿泊・飲食業 39 5.1% 5.1% 17.9% 12.8% 48.7% 5.1% 5.1%
サービス業 91 1.1% 2.2% 25.3% 7.7% 34.1% 4.4% 25.3%
教育・学習支援業 8 - 12.5% - 12.5% 25.0% 25.0% 25.0%
医療・福祉関連業 35 5.7% 5.7% 37.1% 5.7% 34.3% 2.9% 8.6%

















全体 432 2.3% 3.5% 22.9% 11.8% 39.1% 6.5% 13.9%
1人 46 6.5% 8.7% 28.3% 8.7% 37.0% 2.2% 8.7%
2人 58 8.6% 8.6% 29.3% 10.3% 31.0% 3.4% 8.6%
3～4人 84 - 6.0% 32.1% 19.0% 28.6% 3.6% 10.7%
5～9人 105 1.9% 1.0% 29.5% 13.3% 34.3% 6.7% 13.3%
10～19人 58 - - 3.4% 13.8% 51.7% 5.2% 25.9%
20～49人 52 - - 17.3% 5.8% 61.5% 9.6% 5.8%







合計 1人 2人 3～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50人以上
全体 821 33.3% 18.6% 16.0% 14.5% 7.4% 6.6% 3.7%
建設業 129 31.0% 21.7% 17.1% 14.7% 7.8% 3.9% 3.9%
製造業 105 19.0% 15.2% 16.2% 19.0% 12.4% 9.5% 8.6%
流通商業 218 28.0% 19.7% 19.3% 14.2% 8.3% 6.4% 4.1%
金融・専門サービス業 114 28.9% 24.6% 14.0% 13.2% 9.6% 8.8% 0.9%
















合計 1人 2人 3～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50人以上
全体 824 33.1% 18.7% 16.0% 14.6% 7.4% 6.6% 3.6%
建設業 129 31.0% 21.7% 17.1% 14.7% 7.8% 3.9% 3.9%
製造業 105 19.0% 15.2% 16.2% 19.0% 12.4% 9.5% 8.6%
情報通信業 6 33.3% - 16.7% 33.3% - 16.7% -
運輸業 35 17.1% 17.1% 14.3% 11.4% 14.3% 11.4% 14.3%
卸売業 41 31.7% 4.9% 17.1% 9.8% 17.1% 9.8% 9.8%
小売業 137 29.9% 25.5% 21.2% 15.3% 4.4% 3.6% -
宿泊・飲食業 83 43.4% 20.5% 18.1% 13.3% - 3.6% 1.2%
サービス業 201 40.8% 19.4% 10.9% 11.9% 8.5% 7.5% 1.0%
教育・学習支援業 25 64.0% 20.0% 8.0% - 4.0% 4.0% -
医療・福祉関連業 59 28.8% 8.5% 18.6% 23.7% 3.4% 10.2% 6.8%





合計 住宅・建設 生活関連品 飲食品 産業用製品 家電製品 機械器具 自動車・輸送器具衣服・繊維 印刷・紙加工 その他
全体 745 19.6% 9.3% 21.6% 4.0% 1.6% 4.8% 6.7% 2.3% 0.9% 29.1%
建設業 121 52.9% 1.7% 10.7% 5.0% 1.7% 5.0% 2.5% 0.8% 1.7% 18.2%
製造業 95 17.9% 9.5% 21.1% 10.5% - 14.7% 7.4% - 2.1% 16.8%
流通商業 201 14.9% 14.4% 26.9% 3.5% 2.0% 4.0% 6.5% 4.0% 0.5% 23.4%
金融・専門サービス業 101 16.8% 6.9% 8.9% 2.0% 1.0% 5.0% 15.8% 1.0% 1.0% 41.6%





合計 住宅・建設 生活関連品 飲食品 産業用製品 家電製品 機械器具 自動車・輸送器具衣服・繊維 印刷・紙加工 その他
全体 748 19.7% 9.2% 21.7% 4.0% 1.6% 4.9% 6.7% 2.3% 0.9% 29.0%
建設業 121 52.9% 1.7% 10.7% 5.0% 1.7% 5.0% 2.5% 0.8% 1.7% 18.2%
製造業 95 17.9% 9.5% 21.1% 10.5% - 14.7% 7.4% - 2.1% 16.8%
情報通信業 6 50.0% 16.7% 16.7% - - - - - - 16.7%
運輸業 32 15.6% 12.5% 21.9% 6.3% 3.1% - 12.5% - 3.1% 25.0%
卸売業 33 15.2% 6.1% 36.4% 9.1% - 9.1% 3.0% 3.0% - 18.2%
小売業 131 13.0% 16.8% 26.0% 1.5% 2.3% 3.8% 6.1% 5.3% - 25.2%
宿泊・飲食業 77 9.1% 7.8% 50.6% 3.9% - - 7.8% 3.9% - 16.9%
サービス業 174 12.6% 10.9% 10.9% 1.7% 1.7% 4.0% 10.9% 2.9% 0.6% 43.7%
教育・学習支援業 20 - 15.0% 25.0% - 15.0% - - - - 45.0%
医療・福祉関連業 56 10.7% 1.8% 19.6% 1.8% - 1.8% 3.6% - 1.8% 58.9%













全体 595 56.0% 16.3% 17.6% 10.1%
建設業 107 42.1% 16.8% 32.7% 8.4%
製造業 82 50.0% 28.0% 18.3% 3.7%
流通商業 160 60.0% 14.4% 15.0% 10.6%
金融・専門サービス業 82 48.8% 20.7% 12.2% 18.3%





















全体 598 55.9% 16.2% 17.9% 10.0%
建設業 107 42.1% 16.8% 32.7% 8.4%
製造業 82 50.0% 28.0% 18.3% 3.7%
情報通信業 5 60.0% 40.0% - -
運輸業 24 33.3% 33.3% 25.0% 8.3%
卸売業 31 54.8% 16.1% 19.4% 9.7%
小売業 101 68.3% 7.9% 11.9% 11.9%
宿泊・飲食業 57 73.7% 8.8% 10.5% 7.0%
サービス業 136 55.1% 16.2% 14.7% 14.0%
教育・学習支援業 15 73.3% 20.0% - 6.7%
医療・福祉関連業 37 59.5% 8.1% 13.5% 18.9%







全体 762 6.2% 93.8%
建設業 121 5.0% 95.0%
製造業 96 14.6% 85.4%
流通商業 208 5.8% 94.2%
金融・専門サービス業 102 4.9% 95.1%







全体 765 6.1% 93.9%
建設業 121 5.0% 95.0%
製造業 96 14.6% 85.4%
情報通信業 5 20.0% 80.0%
運輸業 34 5.9% 94.1%
卸売業 37 10.8% 89.2%
小売業 133 3.8% 96.2%
宿泊・飲食業 71 2.8% 97.2%
サービス業 185 5.4% 94.6%
教育・学習支援業 23 4.3% 95.7%
医療・福祉関連業 57 3.5% 96.5%












全体 760 6.1% 93.9%
1人 244 2.5% 97.5%
2人 145 2.1% 97.9%
3～4人 124 5.6% 94.4%
5～9人 110 7.3% 92.7%
10～19人 58 10.3% 89.7%
20～49人 50 22.0% 78.0%








全体 410 9.8% 90.2%
100万円未満 10 10.0% 90.0%
100万円～299万円 14 7.1% 92.9%
300万円～499万円 96 4.2% 95.8%
500万円～999万円 49 4.1% 95.9%
1000万円～4999万円 164 13.4% 86.6%
5000万円～1億円未満 27 14.8% 85.2%







全体 737 11.7% 88.3%
建設業 118 5.1% 94.9%
製造業 92 19.6% 80.4%
流通商業 199 12.6% 87.4%
金融・専門サービス業 95 12.6% 87.4%






全体 740 11.6% 88.4%
建設業 118 5.1% 94.9%
製造業 92 19.6% 80.4%
情報通信業 6 16.7% 83.3%
運輸業 35 8.6% 91.4%
卸売業 34 17.6% 82.4%
小売業 125 12.8% 87.2%
宿泊・飲食業 72 8.3% 91.7%
サービス業 176 11.9% 88.1%
教育・学習支援業 23 26.1% 73.9%
医療・福祉関連業 56 5.4% 94.6%
















全体 735 11.4% 88.6%
1人 240 4.6% 95.4%
2人 139 9.4% 90.6%
3～4人 112 9.8% 90.2%
5～9人 110 15.5% 84.5%
10～19人 58 22.4% 77.6%
20～49人 48 25.0% 75.0%







全体 392 18.4% 81.6%
100万円未満 10 10.0% 90.0%
100万円～299万円 13 7.7% 92.3%
300万円～499万円 90 6.7% 93.3%
500万円～999万円 48 8.3% 91.7%
1000万円～4999万円 154 16.2% 83.8%
5000万円～1億円未満 27 44.4% 55.6%















全体 773           16.9% 7.2% 13.7% 26.6% 11.5% 10.5% 13.5%
建設業 122           9.8% 10.7% 13.9% 30.3% 12.3% 13.1% 9.8%
製造業 98 13.3% 6.1% 13.3% 20.4% 9.2% 14.3% 23.5%
流通商業 207 13.0% 4.8% 13.0% 30.0% 12.6% 11.6% 15.0%
金融・専門サービス業 103 18.4% 4.9% 13.6% 32.0% 13.6% 6.8% 10.7%

















全体 776           16.9% 7.2% 13.8% 26.5% 11.6% 10.6% 13.4%
建設業 122           9.8% 10.7% 13.9% 30.3% 12.3% 13.1% 9.8%
製造業 98 13.3% 6.1% 13.3% 20.4% 9.2% 14.3% 23.5%
情報通信業 5 - - 20.0% 20.0% 20.0% 40.0% -
運輸業 34 2.9% 5.9% 20.6% 38.2% - 5.9% 26.5%
卸売業 36 13.9% - 8.3% 19.4% 19.4% 13.9% 25.0%
小売業 133 16.5% 6.0% 12.0% 30.8% 13.5% 11.3% 9.8%
宿泊・飲食業 76 19.7% 9.2% 21.1% 23.7% 11.8% 7.9% 6.6%
サービス業 187 28.3% 8.0% 12.8% 24.1% 8.6% 7.5% 10.7%
教育・学習支援業 24 25.0% 12.5% 20.8% 16.7% 20.8% - 4.2%
医療・福祉関連業 58 6.9% 3.4% 6.9% 34.5% 15.5% 12.1% 20.7%

























全体 771           16.7% 7.4% 14.0% 26.3% 11.9% 10.5% 13.1%
1人 258           38.8% 13.6% 21.3% 20.5% 3.1% 2.7% -
2人 143 15.4% 11.9% 23.1% 35.7% 9.8% 2.8% 1.4%
3～4人 122 3.3% 3.3% 9.0% 51.6% 19.7% 9.0% 4.1%
5～9人 111 1.8% - 6.3% 26.1% 31.5% 20.7% 13.5%
10～19人 56 1.8% - 3.6% 7.1% 12.5% 44.6% 30.4%
20～49人 51 - 2.0% - 3.9% 5.9% 21.6% 66.7%


















全体 405           2.5% 2.5% 5.4% 26.7% 19.3% 18.8% 24.9%
100万円未満 10            30.0% 10.0% 10.0% 50.0% - - -
100万円～299万円 15 20.0% 6.7% - 46.7% 13.3% 13.3% -
300万円～499万円 95 1.1% 2.1% 6.3% 44.2% 24.2% 13.7% 8.4%
500万円～999万円 48 2.1% 2.1% 14.6% 22.9% 27.1% 20.8% 10.4%
1000万円～4999万円 163 1.2% 3.1% 4.9% 21.5% 16.6% 24.5% 28.2%
5000万円～1億円未満 26 - - - 11.5% 19.2% 19.2% 50.0%





合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 785           1.9% 18.1% 28.8% 28.3% 22.9%
建設業 126           0.8% 15.9% 28.6% 32.5% 22.2%
製造業 99 4.0% 15.2% 31.3% 24.2% 25.3%
流通商業 206 2.4% 20.9% 23.8% 27.2% 25.7%
金融・専門サービス業 106 2.8% 17.0% 34.0% 33.0% 13.2%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 782           1.9% 13.4% 30.2% 31.1% 23.4%
建設業 123           1.6% 10.6% 30.1% 31.7% 26.0%
製造業 99 4.0% 16.2% 27.3% 26.3% 26.3%
流通商業 207 1.9% 14.0% 27.1% 31.4% 25.6%
金融・専門サービス業 104 2.9% 10.6% 37.5% 35.6% 13.5%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 788           1.9% 18.1% 28.8% 28.3% 22.8%
建設業 126           0.8% 15.9% 28.6% 32.5% 22.2%
製造業 99 4.0% 15.2% 31.3% 24.2% 25.3%
情報通信業 6 16.7% 16.7% 16.7% 33.3% 16.7%
運輸業 35 2.9% 31.4% 17.1% 20.0% 28.6%
卸売業 34 2.9% 23.5% 29.4% 26.5% 17.6%
小売業 131 1.5% 17.6% 24.4% 29.0% 27.5%
宿泊・飲食業 76 1.3% 18.4% 27.6% 27.6% 25.0%
サービス業 193 1.6% 17.6% 27.5% 32.1% 21.2%
教育・学習支援業 23 - 26.1% 34.8% 17.4% 21.7%
医療・福祉関連業 62 1.6% 16.1% 45.2% 22.6% 14.5%











3．増加要因 2-2、減少要因 2-3 
 
23年利益推移　（平成19年度～22年度の3年間平均と比較） × 1-8業種（11業種）
合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 785           1.9% 13.4% 30.3% 31.1% 23.3%
建設業 123           1.6% 10.6% 30.1% 31.7% 26.0%
製造業 99            4.0% 16.2% 27.3% 26.3% 26.3%
情報通信業 6              16.7% 16.7% 33.3% 16.7% 16.7%
運輸業 35            5.7% 14.3% 17.1% 37.1% 25.7%
卸売業 36            - 16.7% 30.6% 36.1% 16.7%
小売業 130           0.8% 13.1% 28.5% 29.2% 28.5%
宿泊・飲食業 77            1.3% 14.3% 31.2% 29.9% 23.4%
サービス業 192           1.6% 12.0% 31.3% 33.9% 21.4%
教育・学習支援業 24            - 16.7% 37.5% 25.0% 20.8%
医療・福祉関連業 60            1.7% 15.0% 38.3% 31.7% 13.3%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 781           1.9% 17.8% 28.7% 28.3% 23.3%
1人 256           1.2% 10.5% 22.3% 32.8% 33.2%
2人 151 1.3% 10.6% 23.8% 31.8% 32.5%
3～4人 124 3.2% 21.8% 33.9% 21.0% 20.2%
5～9人 113 2.7% 20.4% 42.5% 23.0% 11.5%
10～19人 54 - 33.3% 33.3% 25.9% 7.4%
20～49人 53 1.9% 35.8% 26.4% 28.3% 7.5%







合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 779           1.9% 13.2% 29.8% 31.2% 23.9%
1人 257           1.2% 6.6% 24.1% 35.4% 32.7%
2人 150 1.3% 8.0% 22.0% 33.3% 35.3%
3～4人 122 1.6% 16.4% 39.3% 22.1% 20.5%
5～9人 112 1.8% 16.1% 42.9% 28.6% 10.7%
10～19人 55 1.8% 23.6% 29.1% 34.5% 10.9%
20～49人 53 5.7% 30.2% 30.2% 28.3% 5.7%























全体 211           20.4% 24.6% 20.4% 8.1% 29.9% 9.0% 15.6% 13.3%
建設業 29            3.4% 13.8% 10.3% 10.3% 31.0% 6.9% 10.3% 13.8%
製造業 33            27.3% 24.2% 21.2% 9.1% 33.3% 12.1% 18.2% 6.1%
流通商業 56            16.1% 19.6% 12.5% 10.7% 41.1% 5.4% 16.1% 12.5%
金融・専門サービス業 38            26.3% 23.7% 34.2% 2.6% 36.8% 13.2% 23.7% 18.4%

















全体 23.7% 8.1% 6.2% 6.2% 1.9% 5.7% 11.8% 1.9% 10.0%
建設業 20.7% 3.4% 6.9% 3.4% - 17.2% 10.3% 3.4% 17.2%
製造業 36.4% 18.2% 9.1% - - 3.0% 6.1% 3.0% 9.1%
流通商業 23.2% 5.4% 1.8% 7.1% 3.6% 7.1% 8.9% - 8.9%
金融・専門サービス業 15.8% 13.2% 5.3% 2.6% 5.3% 2.6% 15.8% 2.6% 5.3%





























全体 474           1.5% 38.2% 2.3% 20.9% 18.6% 0.8% 3.4% 1.7%
建設業 80            1.3% 27.5% - 28.8% 21.3% - 3.8% 1.3%
製造業 60            - 43.3% 1.7% 26.7% 20.0% - - 3.3%
流通商業 129           0.8% 39.5% 3.9% 24.8% 25.6% 1.6% 3.1% 0.8%
金融・専門サービス業 60            3.3% 38.3% 1.7% 13.3% 13.3% 1.7% - 3.3%

















全体 12.0% 4.6% 1.7% 1.1% 3.4% 30.8% 39.2% 5.9% 11.8%
建設業 13.8% 3.8% 1.3% 2.5% 1.3% 38.8% 33.8% 3.8% 8.8%
製造業 18.3% 3.3% 3.3% - 1.7% 30.0% 43.3% 3.3% 15.0%
流通商業 11.6% 7.0% 1.6% - 2.3% 26.4% 38.0% 8.5% 11.6%
金融・専門サービス業 5.0% 3.3% 1.7% - 3.3% 35.0% 41.7% 6.7% 13.3%









全体 703           27.3% 40.8% 13.9% 17.9%
建設業 117           24.8% 38.5% 15.4% 21.4%
製造業 89 29.2% 43.8% 9.0% 18.0%
流通商業 193 24.9% 43.0% 15.0% 17.1%
金融・専門サービス業 90 24.4% 45.6% 13.3% 16.7%









全体 706           27.2% 40.9% 13.9% 18.0%
建設業 117           24.8% 38.5% 15.4% 21.4%
製造業 89 29.2% 43.8% 9.0% 18.0%
情報通信業 6 33.3% 66.7% - -
運輸業 32 21.9% 40.6% 12.5% 25.0%
卸売業 36 25.0% 44.4% 16.7% 13.9%
小売業 119 25.2% 42.0% 16.0% 16.8%
宿泊・飲食業 66 28.8% 30.3% 27.3% 13.6%
サービス業 160 26.9% 41.3% 11.9% 20.0%
教育・学習支援業 22 13.6% 54.5% 13.6% 18.2%
医療・福祉関連業 56 42.9% 39.3% 5.4% 12.5%

















全体 704           26.4% 41.3% 14.2% 18.0%
1人 224           17.9% 39.7% 16.5% 25.9%
2人 133 18.0% 43.6% 17.3% 21.1%
3～4人 119 29.4% 43.7% 12.6% 14.3%
5～9人 102 29.4% 47.1% 11.8% 11.8%
10～19人 51 37.3% 33.3% 17.6% 11.8%
20～49人 49 49.0% 32.7% 6.1% 12.2%













保証協会 商工会 市・県 商工ローン・
クレジット
親族等 その他
全体 689           60.1% 14.2% 28.2% 7.7% 6.5% 0.4% 0.7% 7.3% 20.0%
建設業 111           53.2% 17.1% 31.5% 6.3% 7.2% - - 6.3% 22.5%
製造業 85            74.1% 21.2% 35.3% 14.1% 9.4% - 1.2% 5.9% 15.3%
流通商業 191           60.2% 14.1% 28.3% 9.4% 7.9% 0.5% 1.0% 7.9% 22.5%
金融・専門サービス業 92            56.5% 13.0% 27.2% 4.3% 5.4% - 1.1% 6.5% 18.5%












保証協会 商工会 市・県 商工ローン・
クレジット
親族等 その他
全体 692           60.0% 14.3% 28.2% 7.7% 6.5% 0.4% 0.7% 7.2% 20.1%
建設業 111           53.2% 17.1% 31.5% 6.3% 7.2% - - 6.3% 22.5%
製造業 85            74.1% 21.2% 35.3% 14.1% 9.4% - 1.2% 5.9% 15.3%
情報通信業 6              66.7% - 33.3% - - - - - 33.3%
運輸業 30            70.0% 13.3% 36.7% 10.0% 3.3% - 3.3% 6.7% 10.0%
卸売業 35            65.7% 20.0% 22.9% 14.3% 2.9% - - 5.7% 25.7%
小売業 121           55.4% 13.2% 27.3% 8.3% 10.7% 0.8% 0.8% 9.1% 24.8%
宿泊・飲食業 68            60.3% 11.8% 30.9% 5.9% 7.4% - 1.5% 5.9% 13.2%
サービス業 160.0         55.0% 12.5% 23.8% 6.3% 3.8% - 0.6% 8.8% 21.3%
教育・学習支援業 19.0          47.4% 5.3% 31.6% - 5.3% - - 5.3% 36.8%
医療・福祉関連業 54.0          72.2% 9.3% 18.5% 3.7% 3.7% 3.7% - 7.4% 11.1%












保証協会 商工会 市・県 商工ローン・
クレジット
親族等 その他
全体 688           60.3% 14.0% 28.1% 7.7% 6.5% 0.4% 0.7% 7.4% 19.9%
1人 209           40.7% 12.0% 23.4% 1.4% 9.6% - 1.0% 8.6% 32.1%
2人 129           49.6% 20.9% 24.8% 3.1% 7.0% - 1.6% 9.3% 20.2%
3～4人 118           63.6% 12.7% 31.4% 6.8% 8.5% - 0.8% 8.5% 14.4%
5～9人 103           84.5% 10.7% 33.0% 15.5% 4.9% 1.9% - 8.7% 5.8%
10～19人 53            77.4% 18.9% 30.2% 22.6% 1.9% - - 1.9% 17.0%
20～49人 48            87.5% 12.5% 33.3% 16.7% - - - 2.1% 14.6%































全体 629           67.4% 13.8% 0.8% 1.4% 2.5% 4.0% 10.0%
建設業 100           58.0% 22.0% 2.0% 2.0% 4.0% 3.0% 9.0%
製造業 87 72.4% 9.2% 1.1% 1.1% 5.7% 3.4% 6.9%
流通商業 167 65.3% 13.8% - 2.4% 3.0% 4.2% 11.4%
金融・専門サービス業 86 59.3% 16.3% 1.2% 1.2% - 8.1% 14.0%






















全体 632           67.2% 13.9% 0.9% 1.4% 2.5% 4.0% 10.0%
建設業 100           58.0% 22.0% 2.0% 2.0% 4.0% 3.0% 9.0%
製造業 87 72.4% 9.2% 1.1% 1.1% 5.7% 3.4% 6.9%
情報通信業 5 60.0% - - - - - 40.0%
運輸業 25 64.0% 20.0% - - 8.0% 4.0% 4.0%
卸売業 29 79.3% 10.3% - 3.4% - - 6.9%
小売業 108 62.0% 13.9% - 2.8% 2.8% 5.6% 13.0%
宿泊・飲食業 58 81.0% 10.3% - 1.7% 1.7% 3.4% 1.7%
サービス業 147 63.9% 15.0% 1.4% 0.7% - 5.4% 13.6%
教育・学習支援業 18 66.7% 5.6% - - 5.6% - 22.2%
医療・福祉関連業 52 78.8% 9.6% - - - 3.8% 7.7%






















全体 630           67.6% 14.0% 1.0% 1.4% 2.4% 3.7% 10.0%
1人 181           61.9% 13.8% 1.1% 2.2% 1.7% 3.9% 15.5%
2人 117 62.4% 15.4% 0.9% 1.7% 2.6% 1.7% 15.4%
3～4人 107 71.0% 15.0% 0.9% 0.9% 2.8% 4.7% 4.7%
5～9人 100 71.0% 17.0% - 1.0% 3.0% 3.0% 5.0%
10～19人 50 70.0% 14.0% 4.0% - - 4.0% 8.0%
20～49人 49 75.5% 8.2% - 2.0% 6.1% 4.1% 4.1%
















全体 719           91.8% 87.8% 75.7% 57.3% 47.7% 34.2% 3.3%
建設業 115           93.0% 87.8% 71.3% 54.8% 44.3% 20.0% 3.5%
製造業 92 94.6% 94.6% 84.8% 65.2% 55.4% 38.0% 3.3%
流通商業 193 92.7% 87.0% 74.6% 53.9% 47.2% 35.2% 2.6%
金融・専門サービス業 103 95.1% 91.3% 76.7% 66.0% 54.4% 44.7% 4.9%















全体 722           91.8% 87.8% 75.8% 57.2% 47.8% 34.1% 3.3%
建設業 115           93.0% 87.8% 71.3% 54.8% 44.3% 20.0% 3.5%
製造業 92 94.6% 94.6% 84.8% 65.2% 55.4% 38.0% 3.3%
情報通信業 6 83.3% 83.3% 100.0% 83.3% 83.3% 66.7% 16.7%
運輸業 33 97.0% 93.9% 84.8% 51.5% 48.5% 42.4% -
卸売業 35 85.7% 94.3% 74.3% 62.9% 57.1% 40.0% -
小売業 119 94.1% 83.2% 70.6% 50.4% 42.0% 30.3% 3.4%
宿泊・飲食業 61 93.4% 78.7% 67.2% 55.7% 37.7% 39.3% 3.3%
サービス業 175 89.1% 86.9% 74.9% 59.4% 50.3% 38.3% 5.1%
教育・学習支援業 25 80.0% 88.0% 76.0% 56.0% 48.0% 40.0% -
医療・福祉関連業 58 93.1% 91.4% 84.5% 56.9% 46.6% 32.8% 1.7%




























全体 715           91.9% 88.1% 75.9% 56.9% 47.3% 33.3% 3.5%
1人 211           82.0% 77.7% 61.6% 37.4% 31.3% 19.4% 5.7%
2人 128 93.0% 85.9% 74.2% 50.8% 44.5% 24.2% 2.3%
3～4人 118 93.2% 91.5% 72.9% 50.8% 38.1% 30.5% 3.4%
5～9人 116 96.6% 92.2% 81.9% 70.7% 56.0% 37.1% 2.6%
10～19人 60 100.0% 96.7% 93.3% 75.0% 65.0% 48.3% -
20～49人 53 100.0% 100.0% 96.2% 92.5% 81.1% 66.0% 3.8%
















全体 207           16.9% 13.5% 8.2% 8.7% 44.9% 26.6%
建設業 39            25.6% 20.5% 10.3% 7.7% 46.2% 20.5%
製造業 21 14.3% - 4.8% 9.5% 61.9% 14.3%
流通商業 58 17.2% 12.1% 13.8% 10.3% 36.2% 32.8%
金融・専門サービス業 25 16.0% 12.0% - 4.0% 44.0% 32.0%















全体 208           17.3% 13.9% 8.2% 9.1% 44.7% 26.4%
建設業 39            25.6% 20.5% 10.3% 7.7% 46.2% 20.5%
製造業 21 14.3% - 4.8% 9.5% 61.9% 14.3%
情報通信業 1 - - - - - 100.0%
運輸業 9 22.2% 11.1% 11.1% 11.1% 44.4% 33.3%
卸売業 11 18.2% - 9.1% 9.1% 36.4% 36.4%
小売業 37 16.2% 16.2% 16.2% 10.8% 35.1% 29.7%
宿泊・飲食業 20 25.0% 20.0% - 5.0% 40.0% 20.0%
サービス業 48 14.6% 14.6% 6.3% 10.4% 39.6% 35.4%
教育・学習支援業 4 - - - - 75.0% 25.0%
医療・福祉関連業 17 - 11.8% 5.9% 5.9% 64.7% 17.6%















全体 208           16.8% 13.9% 8.2% 9.1% 44.7% 26.9%
1人 69            15.9% 14.5% 8.7% 7.2% 40.6% 29.0%
2人 39 25.6% 17.9% 2.6% 7.7% 33.3% 25.6%
3～4人 35 17.1% 17.1% 8.6% 8.6% 65.7% 17.1%
5～9人 35 17.1% 14.3% 11.4% 8.6% 42.9% 25.7%
10～19人 17 - - 11.8% 11.8% 64.7% 23.5%
20～49人 8 12.5% - - 25.0% 37.5% 37.5%


























全体 608           41.6% 33.1% 25.3%
建設業 88            40.9% 36.4% 22.7%
製造業 83 31.3% 34.9% 33.7%
流通商業 163 38.0% 33.1% 28.8%
金融・専門サービス業 85 35.3% 32.9% 31.8%












全体 611           41.7% 32.9% 25.4%
建設業 88            40.9% 36.4% 22.7%
製造業 83 31.3% 34.9% 33.7%
情報通信業 4 - 100.0% -
運輸業 25 20.0% 36.0% 44.0%
卸売業 33 24.2% 33.3% 42.4%
小売業 101 48.5% 29.7% 21.8%
宿泊・飲食業 62 59.7% 32.3% 8.1%
サービス業 141 41.8% 29.1% 29.1%
教育・学習支援業 16 50.0% 31.3% 18.8%
医療・福祉関連業 55 45.5% 36.4% 18.2%












全体 604           41.7% 32.6% 25.7%
1人 113           66.4% 18.6% 15.0%
2人 117 66.7% 16.2% 17.1%
3～4人 117 48.7% 30.8% 20.5%
5～9人 119 24.4% 43.7% 31.9%
10～19人 56 10.7% 51.8% 37.5%
20～49人 53 11.3% 39.6% 49.1%













合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 551           5.8% 14.0% 37.9% 25.0% 17.2%
建設業 88            2.3% 12.5% 29.5% 27.3% 28.4%
製造業 75 8.0% 12.0% 32.0% 24.0% 24.0%
流通商業 150 6.7% 14.7% 40.0% 24.0% 14.7%
金融・専門サービス業 74 8.1% 14.9% 35.1% 31.1% 10.8%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 576           0.7% 10.1% 72.6% 13.7% 3.0%
建設業 88            - 9.1% 68.2% 17.0% 5.7%
製造業 79 - 19.0% 64.6% 11.4% 5.1%
流通商業 160 - 8.8% 76.3% 13.8% 1.3%
金融・専門サービス業 75 2.7% 10.7% 68.0% 16.0% 2.7%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 554           5.8% 13.9% 38.1% 25.1% 17.1%
建設業 88            2.3% 12.5% 29.5% 27.3% 28.4%
製造業 75 8.0% 12.0% 32.0% 24.0% 24.0%
情報通信業 4 - 25.0% 50.0% 25.0% -
運輸業 27 14.8% 25.9% 25.9% 11.1% 22.2%
卸売業 31 6.5% 12.9% 32.3% 32.3% 16.1%
小売業 88 4.5% 11.4% 46.6% 25.0% 12.5%
宿泊・飲食業 53 5.7% 7.5% 37.7% 28.3% 20.8%
サービス業 124 5.6% 16.1% 39.5% 27.4% 11.3%
教育・学習支援業 13 7.7% 15.4% 53.8% 15.4% 7.7%
医療・福祉関連業 48 6.3% 18.8% 47.9% 18.8% 8.3%






合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 579           0.7% 10.0% 72.4% 14.0% 2.9%
建設業 88            - 9.1% 68.2% 17.0% 5.7%
製造業 79 - 19.0% 64.6% 11.4% 5.1%
情報通信業 3 - - 100.0% - -
運輸業 29 - 17.2% 69.0% 10.3% 3.4%
卸売業 32 - 12.5% 65.6% 18.8% 3.1%
小売業 96 - 5.2% 81.3% 13.5% -
宿泊・飲食業 58 - 5.2% 77.6% 13.8% 3.4%
サービス業 126 3.2% 10.3% 69.0% 14.3% 3.2%
教育・学習支援業 14 - 7.1% 85.7% 7.1% -
医療・福祉関連業 51 - 7.8% 80.4% 11.8% -
















合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 550           5.6% 13.3% 38.7% 25.1% 17.3%
1人 105           1.9% 4.8% 51.4% 23.8% 18.1%
2人 97 2.1% 7.2% 47.4% 24.7% 18.6%
3～4人 103 2.9% 10.7% 42.7% 32.0% 11.7%
5～9人 106 6.6% 13.2% 33.0% 24.5% 22.6%
10～19人 56 7.1% 17.9% 37.5% 17.9% 19.6%
20～49人 53 17.0% 34.0% 9.4% 26.4% 13.2%







合計 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
全体 570           0.7% 9.5% 72.3% 14.4% 3.2%
1人 107           - 1.9% 74.8% 18.7% 4.7%
2人 100 - 2.0% 87.0% 5.0% 6.0%
3～4人 108 0.9% 8.3% 74.1% 13.0% 3.7%
5～9人 115 0.9% 11.3% 67.0% 18.3% 2.6%
10～19人 57 - 19.3% 71.9% 8.8% -
20～49人 53 3.8% 22.6% 50.9% 22.6% -







合計 ～24 25～30 31～34 35～40 41～45 46～50 51～55 56～
全体 641           0.6% 5.5% 4.5% 18.9% 14.0% 15.3% 12.5% 28.7%
建設業 110           0.9% 4.5% 1.8% 13.6% 9.1% 21.8% 18.2% 30.0%
製造業 85            - 3.5% 1.2% 22.4% 14.1% 17.6% 14.1% 27.1%
流通商業 172           0.6% 6.4% 7.0% 17.4% 16.3% 13.4% 12.8% 26.2%
金融・専門サービス業 86            - 3.5% 4.7% 19.8% 16.3% 14.0% 7.0% 34.9%






合計 ～24 25～30 31～34 35～40 41～45 46～50 51～55 56～
全体 644           0.6% 5.4% 4.5% 18.9% 14.0% 15.4% 12.4% 28.7%
建設業 110           0.9% 4.5% 1.8% 13.6% 9.1% 21.8% 18.2% 30.0%
製造業 85            - 3.5% 1.2% 22.4% 14.1% 17.6% 14.1% 27.1%
情報通信業 3              - 33.3% - - 33.3% 33.3% - -
運輸業 24            - 4.2% 4.2% 20.8% 29.2% - 16.7% 25.0%
卸売業 32            3.1% 6.3% 12.5% 25.0% 12.5% 15.6% 9.4% 15.6%
小売業 114           - 6.1% 6.1% 14.9% 14.0% 14.9% 13.2% 30.7%
宿泊・飲食業 60            1.7% 5.0% 8.3% 21.7% 8.3% 15.0% 13.3% 26.7%
サービス業 156           - 5.1% 3.2% 18.6% 14.1% 13.5% 9.0% 36.5%
教育・学習支援業 17            5.9% 11.8% 11.8% 17.6% 17.6% 11.8% 5.9% 17.6%
医療・福祉関連業 40            - 7.5% 5.0% 30.0% 25.0% 10.0% 7.5% 15.0%






合計 ～24 25～30 31～34 35～40 41～45 46～50 51～55 56～
全体 597           0.7% 5.9% 4.5% 20.1% 14.7% 9.5% 13.9% 30.7%
1人 191           1.0% 2.6% 4.7% 14.1% 5.8% - 14.7% 57.1%
2人 99            - 5.8% 3.3% 18.2% 11.1% - 16.2% 47.5%
3～4人 89            - 7.3% 4.2% 19.8% 14.6% 27.0% 11.2% 15.7%
5～9人 99            1.0% 5.1% 6.1% 17.3% 15.2% 16.2% 18.2% 10.1%
10～19人 52            2.3% 7.0% 9.3% 14.0% 23.1% 15.4% 13.5% 3.8%
20～49人 42            - - 2.6% 17.9% 28.6% 16.7% 7.1% 2.4%





















全体 181           24.9% 0.6% 74.6%
建設業 25            28.0% - 72.0%
製造業 32 31.3% - 68.8%
流通商業 41 19.5% - 80.5%
金融・専門サービス業 20 10.0% - 90.0%












全体 207           38.6% 1.9% 59.4%
建設業 28            42.9% 3.6% 53.6%
製造業 30 36.7% 3.3% 60.0%
流通商業 53 34.0% 1.9% 64.2%
金融・専門サービス業 29 41.4% - 58.6%














全体 182           24.7% 0.5% 74.7%
建設業 25            28.0% - 72.0%
製造業 32 31.3% - 68.8%
情報通信業 2 - - 100.0%
運輸業 8 - - 100.0%
卸売業 8 12.5% - 87.5%
小売業 23 30.4% - 69.6%
宿泊・飲食業 16 43.8% 6.3% 50.0%
サービス業 35 11.4% - 88.6%
教育・学習支援業 7 28.6% - 71.4%
医療・福祉関連業 25 28.0% - 72.0%



















全体 208           38.5% 1.9% 59.6%
建設業 28            42.9% 3.6% 53.6%
製造業 30 36.7% 3.3% 60.0%
情報通信業 4 25.0% - 75.0%
運輸業 14 21.4% - 78.6%
卸売業 10 20.0% 10.0% 70.0%
小売業 25 48.0% - 52.0%
宿泊・飲食業 20 40.0% - 60.0%
サービス業 46 45.7% - 54.3%
教育・学習支援業 6 33.3% - 66.7%
医療・福祉関連業 24 33.3% 4.2% 62.5%














全体 178           25.3% 0.6% 74.2%
1人 22            22.7% - 77.3%
2人 23 8.7% - 91.3%
3～4人 29 34.5% - 65.5%
5～9人 36 16.7% 2.8% 80.6%
10～19人 26 50.0% - 50.0%
20～49人 26 19.2% - 80.8%













全体 204           39.2% 2.0% 58.8%
1人 34            41.2% - 58.8%
2人 25 32.0% 8.0% 60.0%
3～4人 32 59.4% 3.1% 37.5%
5～9人 45 40.0% 2.2% 57.8%
10～19人 24 54.2% - 45.8%
20～49人 30 20.0% - 80.0%















全体 473           77.6% 41.6% 44.0% 34.0% 31.1% 12.5% 51.6% 15.2%
建設業 67            80.6% 34.3% 37.3% 34.3% 38.8% 9.0% 41.8% 9.0%
製造業 62            80.6% 43.5% 37.1% 32.3% 29.0% 11.3% 41.9% 22.6%
流通商業 135           80.7% 37.0% 43.0% 33.3% 31.1% 15.6% 54.8% 17.0%
金融・専門サービス業 66            74.2% 45.5% 43.9% 36.4% 30.3% 15.2% 50.0% 18.2%






合計 法律 経営 会計・計数管
理
税務 労務 金融
全体 365           7.1% 11.5% 12.1% 6.3% 4.9% 3.3%
建設業 54            13.0% 11.1% 7.4% 3.7% 5.6% 3.7%
製造業 54 3.7% 11.1% 14.8% 1.9% 1.9% 1.9%
流通商業 96 4.2% 9.4% 10.4% 8.3% 8.3% 2.1%
金融・専門サービス業 53 15.1% 17.0% 17.0% 13.2% 1.9% 11.3%











全体 27.9% 36.2% 14.0% 14.0% 9.3% 5.2% 35.1%
建設業 22.2% 27.8% 55.6% - 11.1% 5.6% 27.8%
製造業 29.6% 29.6% 7.4% 11.1% 7.4% 9.3% 53.7%
流通商業 35.4% 46.9% 7.3% 7.3% 8.3% 4.2% 35.4%
金融・専門サービス業 32.1% 43.4% 9.4% 13.2% 15.1% 3.8% 30.2%










全体 475           77.5% 41.7% 44.0% 33.9% 30.9% 12.4% 51.6% 15.2%
建設業 67            80.6% 34.3% 37.3% 34.3% 38.8% 9.0% 41.8% 9.0%
製造業 62            80.6% 43.5% 37.1% 32.3% 29.0% 11.3% 41.9% 22.6%
情報通信業 5              60.0% 40.0% 40.0% 60.0% 40.0% - 80.0% 20.0%
運輸業 28            82.1% 28.6% 39.3% 28.6% 39.3% 7.1% 53.6% 17.9%
卸売業 27            74.1% 33.3% 44.4% 48.1% 40.7% 18.5% 44.4% 14.8%
小売業 75            84.0% 41.3% 44.0% 28.0% 24.0% 18.7% 57.3% 17.3%
宿泊・飲食業 45 77.8% 42.2% 46.7% 35.6% 35.6% 13.3% 53.3% 15.6%
サービス業 104           72.1% 44.2% 46.2% 33.7% 29.8% 14.4% 51.0% 17.3%
教育・学習支援業 16            68.8% 50.0% 50.0% 25.0% 18.8% 6.3% 62.5% 6.3%
医療・福祉関連業 44            75.0% 54.5% 56.8% 40.9% 25.0% 6.8% 65.9% 6.8%











合計 法律 経営 会計・計数管
理
税務 労務 金融
全体 366           7.1% 11.5% 12.0% 6.3% 4.9% 3.3%
建設業 54            13.0% 11.1% 7.4% 3.7% 5.6% 3.7%
製造業 54 3.7% 11.1% 14.8% 1.9% 1.9% 1.9%
情報通信業 3 - - - - - -
運輸業 18 - 11.1% 5.6% 11.1% 16.7% -
卸売業 21 9.5% 19.0% 9.5% 4.8% 4.8% -
小売業 54 3.7% 5.6% 13.0% 9.3% 7.4% 3.7%
宿泊・飲食業 32 3.1% 18.8% 21.9% 3.1% 6.3% -
サービス業 3              11.0% 15.9% 14.6% 11.0% 3.7% 8.5%
教育・学習支援業 18            10.0% 10.0% 10.0% 20.0% 10.0% -
医療・福祉関連業 21            5.4% 2.7% 5.4% - - -











全体 27.9% 36.1% 13.9% 13.9% 9.3% 5.2% 35.2%
建設業 22.2% 27.8% 55.6% - 11.1% 5.6% 27.8%
製造業 29.6% 29.6% 7.4% 11.1% 7.4% 9.3% 53.7%
情報通信業 - 33.3% 33.3% - - - 66.7%
運輸業 38.9% 50.0% 11.1% 5.6% 11.1% 5.6% 50.0%
卸売業 57.1% 52.4% 9.5% - 9.5% - 14.3%
小売業 27.8% 44.4% 3.7% 11.1% 7.4% 5.6% 37.0%
宿泊・飲食業 21.9% 25.0% 12.5% 6.3% 6.3% 3.1% 31.3%
サービス業 31.7% 42.7% 6.1% 12.2% 13.4% 4.9% 32.9%
教育・学習支援業 20.0% 50.0% - 10.0% 20.0% 10.0% 60.0%
医療・福祉関連業 13.5% 21.6% 2.7% 67.6% 2.7% 2.7% 18.9%










全体 464           78.0% 41.8% 43.8% 33.6% 30.8% 12.3% 51.5% 15.1%
1人 81            72.8% 35.8% 50.6% 24.7% 25.9% 9.9% 46.9% 8.6%
2人 70            71.4% 32.9% 38.6% 27.1% 27.1% 11.4% 50.0% 20.0%
3～4人 87            79.3% 44.8% 35.6% 35.6% 33.3% 11.5% 51.7% 14.9%
5～9人 98            85.7% 42.9% 40.8% 37.8% 32.7% 9.2% 56.1% 13.3%
10～19人 53            79.2% 47.2% 47.2% 39.6% 34.0% 24.5% 64.2% 11.3%
20～49人 47            80.9% 48.9% 48.9% 31.9% 25.5% 10.6% 36.2% 14.9%







合計 法律 経営 会計・計数管
理
税務 労務 金融
全体 357           7.3% 11.2% 11.5% 6.4% 5.0% 3.4%
1人 59            10.2% 18.6% 11.9% 5.1% 5.1% 1.7%
2人 51 11.8% 15.7% 5.9% 3.9% 2.0% 2.0%
3～4人 67 6.0% 10.4% 11.9% 9.0% 7.5% 3.0%
5～9人 77 1.3% 3.9% 5.2% 2.6% 2.6% 2.6%
10～19人 43 11.6% 11.6% 14.0% 11.6% 2.3% 7.0%
20～49人 36 2.8% 5.6% 16.7% 8.3% 8.3% 2.8%











全体 27.7% 36.7% 14.3% 13.7% 9.0% 5.0% 35.9%
1人 27.1% 44.1% 10.2% 6.8% 15.3% 6.8% 33.9%
2人 31.4% 37.3% 21.6% 3.9% 5.9% 7.8% 25.5%
3～4人 28.4% 32.8% 13.4% 16.4% 6.0% 1.5% 32.8%
5～9人 18.2% 29.9% 14.3% 20.8% 10.4% 2.6% 42.9%
10～19人 37.2% 30.2% 16.3% 14.0% 7.0% 2.3% 39.5%
20～49人 25.0% 47.2% 13.9% 16.7% 8.3% 11.1% 30.6%



















合計 している 予定なし したいが、で
きていない
全体 563           34.1% 52.6% 13.3%
建設業 82            18.3% 62.2% 19.5%
製造業 75 38.7% 44.0% 17.3%
流通商業 154 34.4% 55.8% 9.7%
金融・専門サービス業 73 45.2% 42.5% 12.3%






合計 している 予定なし したいが、で
きていない
全体 566           33.9% 52.8% 13.3%
建設業 82            18.3% 62.2% 19.5%
製造業 75 38.7% 44.0% 17.3%
情報通信業 5 40.0% 60.0% -
運輸業 26 42.3% 46.2% 11.5%
卸売業 30 36.7% 46.7% 16.7%
小売業 94 30.9% 61.7% 7.4%
宿泊・飲食業 58 27.6% 63.8% 8.6%
サービス業 125 39.2% 48.8% 12.0%
教育・学習支援業 17 35.3% 52.9% 11.8%
医療・福祉関連業 51 47.1% 35.3% 17.6%






合計 している 予定なし したいが、で
きていない
全体 557           34.3% 52.8% 12.9%
1人 114           14.0% 76.3% 9.6%
2人 106 20.8% 67.0% 12.3%
3～4人 100 24.0% 58.0% 18.0%
5～9人 109 45.9% 46.8% 7.3%
10～19人 54 59.3% 22.2% 18.5%
20～49人 46 63.0% 19.6% 17.4%















合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 760             1.2% 10.5% 39.7% 29.9% 18.7%
建設業 124             0.8% 4.8% 36.3% 38.7% 19.4%
製造業 95              2.1% 12.6% 32.6% 31.6% 21.1%
流通商業 204             0.5% 6.9% 45.1% 28.4% 19.1%
金融・専門サービス業 103             1.0% 13.6% 44.7% 30.1% 10.7%





合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 763             1.2% 10.6% 39.7% 29.9% 18.6%
建設業 124             0.8% 4.8% 36.3% 38.7% 19.4%
製造業 95              2.1% 12.6% 32.6% 31.6% 21.1%
情報通信業 6                - - 33.3% 66.7% -
運輸業 35              - 2.9% 51.4% 22.9% 22.9%
卸売業 36              - 11.1% 47.2% 27.8% 13.9%
小売業 127             0.8% 7.1% 43.3% 28.3% 20.5%
宿泊・飲食業 72              1.4% 8.3% 44.4% 26.4% 19.4%
サービス業 185             1.1% 15.7% 39.5% 25.9% 17.8%
教育・学習支援業 22              - 13.6% 50.0% 31.8% 4.5%
医療・福祉関連業 58              3.4% 17.2% 31.0% 29.3% 19.0%





合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 757             1.2% 10.2% 39.6% 30.1% 18.9%
1人 245             0.8% 6.9% 40.4% 26.9% 24.9%
2人 147             1.4% 6.8% 32.7% 38.8% 20.4%
3～4人 121             0.8% 14.0% 36.4% 24.8% 24.0%
5～9人 111             2.7% 11.7% 44.1% 30.6% 10.8%
10～19人 56              - 14.3% 42.9% 33.9% 8.9%
20～49人 49              2.0% 18.4% 44.9% 28.6% 6.1%






合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 756             2.4% 16.9% 36.1% 26.3% 18.3%
建設業 124             0.8% 11.3% 39.5% 30.6% 17.7%
製造業 96              5.2% 17.7% 36.5% 22.9% 17.7%
流通商業 203             2.5% 14.8% 36.9% 25.6% 20.2%
金融・専門サービス業 103             1.0% 22.3% 33.0% 29.1% 14.6%













合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 759             2.4% 17.1% 36.0% 26.4% 18.2%
建設業 124             0.8% 11.3% 39.5% 30.6% 17.7%
製造業 96              5.2% 17.7% 36.5% 22.9% 17.7%
情報通信業 5                - - 20.0% 80.0% -
運輸業 34              2.9% 20.6% 29.4% 32.4% 14.7%
卸売業 37              2.7% 21.6% 32.4% 27.0% 16.2%
小売業 127             2.4% 11.8% 40.9% 21.3% 23.6%
宿泊・飲食業 71              1.4% 18.3% 38.0% 22.5% 19.7%
サービス業 182             2.2% 18.7% 31.3% 29.1% 18.7%
教育・学習支援業 23              - 30.4% 39.1% 21.7% 8.7%
医療・福祉関連業 57              3.5% 22.8% 36.8% 22.8% 14.0%





合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 753             2.4% 16.9% 35.6% 26.7% 18.5%
1人 244             1.6% 11.5% 30.7% 27.0% 29.1%
2人 147             1.4% 10.2% 33.3% 31.3% 23.8%
3～4人 120             3.3% 20.0% 32.5% 25.0% 19.2%
5～9人 110             3.6% 24.5% 40.0% 26.4% 5.5%
10～19人 55              - 27.3% 41.8% 25.5% 5.5%
20～49人 50              6.0% 22.0% 48.0% 22.0% 2.0%






合計 大幅に成長 やや成長 横ばい（停滞） やや縮小 大幅に縮小
全体 771             2.3% 17.1% 35.7% 26.6% 18.3%
個人 361             1.7% 12.2% 29.4% 28.3% 28.5%







































全体 594      4.7% 5.4% 14.0% 23.2% 8.6% 3.0% 2.9% 3.4% 11.4% 0.8% 0.3% 0.7%
建設業 96       5.2% 7.3% 6.3% 36.5% 7.3% 1.0% 7.3% 2.1% 7.3% - - 1.0%
製造業 77       3.9% 5.2% 15.6% 24.7% 13.0% 1.3% 2.6% 2.6% 10.4% 1.3% 1.3% -
流通商業 170      4.1% 5.9% 15.9% 17.6% 8.8% 4.7% 2.4% 1.8% 15.3% 1.2% - 0.6%
金融・専門サービス業 85       7.1% 5.9% 18.8% 17.6% 5.9% 1.2% 1.2% 3.5% 14.1% 1.2% 1.2% 1.2%























全体 4.0% - 1.3% 0.3% 0.8% 0.5% 2.4% 5.4% 3.4% 0.3% 0.2% 0.5% 2.4%
建設業 1.0% - 4.2% - 1.0% - 2.1% 1.0% 5.2% - - 1.0% 3.1%
製造業 3.9% - 1.3% - 1.3% - 5.2% 1.3% 2.6% - 1.3% - 1.3%
流通商業 6.5% - 1.2% 0.6% - - 1.8% 5.9% 2.4% - - - 3.5%
金融・専門サービス業 5.9% - - - 2.4% 2.4% 1.2% 5.9% 1.2% - - 1.2% 1.2%













































全体 559      8.8% 10.4% 8.4% 11.3% 2.1% 2.3% 2.5% 1.4% 5.7% 9.7% 2.1% 2.9%
建設業 82       11.0% 15.9% 1.2% 18.3% - - 3.7% 1.2% 4.9% 8.5% - 1.2%
製造業 73       6.8% 16.4% 8.2% 5.5% 5.5% - 5.5% 1.4% 4.1% 15.1% 1.4% 2.7%
流通商業 160      11.3% 6.9% 9.4% 7.5% 1.9% 3.8% 2.5% 1.3% 4.4% 12.5% 1.9% 1.3%
金融・専門サービス業 87       6.9% 9.2% 6.9% 12.6% 2.3% 1.1% 1.1% 1.1% 6.9% 6.9% 3.4% 3.4%























全体 1.8% 1.4% 2.3% 2.5% 0.4% 0.5% 1.3% 1.4% 10.9% 3.9% 1.6% 2.3% 2.0%
建設業 2.4% 1.2% 1.2% 2.4% 1.2% - 1.2% - 14.6% 4.9% - 1.2% 3.7%
製造業 1.4% 1.4% 1.4% 2.7% - - - 1.4% 9.6% 1.4% 4.1% 1.4% 2.7%
流通商業 1.9% 2.5% 3.8% 2.5% - 1.3% 1.9% - 10.0% 5.6% 1.9% 2.5% 1.9%
金融・専門サービス業 2.3% 2.3% 1.1% 3.4% 1.1% - 1.1% 6.9% 10.3% 1.1% 2.3% 4.6% 1.1%









































全体 596      4.7% 5.4% 13.9% 23.5% 8.6% 3.0% 2.9% 3.4% 11.4% 0.8% 0.3% 0.7%
建設業 96       5.2% 7.3% 6.3% 36.5% 7.3% 1.0% 7.3% 2.1% 7.3% - - 1.0%
製造業 77       3.9% 5.2% 15.6% 24.7% 13.0% 1.3% 2.6% 2.6% 10.4% 1.3% 1.3% -
情報通信業 4         - - - 25.0% 25.0% - - - 25.0% - - -
運輸業 29       - 3.4% 10.3% 20.7% 10.3% 3.4% - - 10.3% 3.4% - -
卸売業 31       9.7% 6.5% 25.8% 19.4% 6.5% 3.2% - - 16.1% - - -
小売業 106      3.8% 6.6% 15.1% 16.0% 8.5% 5.7% 3.8% 2.8% 16.0% 0.9% - 0.9%
宿泊・飲食業 57       5.3% 3.5% 15.8% 17.5% 7.0% 5.3% 5.3% 7.0% 12.3% - - 1.8%
サービス業 138      5.8% 5.8% 17.4% 19.6% 6.5% 2.2% 0.7% 5.8% 12.3% 0.7% 0.7% 0.7%
教育・学習支援業 19       5.3% - 15.8% 36.8% 15.8% - - - 10.5% - - -
医療・福祉関連業 37       2.7% 2.7% 5.4% 27.0% 8.1% 5.4% - 2.7% 2.7% 2.7% - -























全体 4.0% - 1.3% 0.3% 0.8% 0.5% 2.3% 5.4% 3.4% 0.3% 0.2% 0.5% 2.3%
建設業 1.0% - 4.2% - 1.0% - 2.1% 1.0% 5.2% - - 1.0% 3.1%
製造業 3.9% - 1.3% - 1.3% - 5.2% 1.3% 2.6% - 1.3% - 1.3%
情報通信業 - - - - - - 25.0% - - - - - -
運輸業 6.9% - 6.9% 3.4% - - 6.9% - 6.9% - - - 6.9%
卸売業 6.5% - - - - - - 3.2% 3.2% - - - -
小売業 6.6% - - - - - - 8.5% 0.9% - - - 3.8%
宿泊・飲食業 - - 1.8% - - - - 10.5% 1.8% - - 1.8% 3.5%
サービス業 5.8% - - - 2.2% 2.2% 1.4% 6.5% 2.2% - - 0.7% 0.7%
教育・学習支援業 5.3% - - - - - - - - 5.3% - - 5.3%
医療・福祉関連業 - - - 2.7% - - 8.1% 13.5% 13.5% 2.7% - - -













































全体 561      8.7% 10.5% 8.4% 11.4% 2.1% 2.3% 2.5% 1.4% 5.7% 9.6% 2.1% 2.9%
建設業 82       11.0% 15.9% 1.2% 18.3% - - 3.7% 1.2% 4.9% 8.5% - 1.2%
製造業 73       6.8% 16.4% 8.2% 5.5% 5.5% - 5.5% 1.4% 4.1% 15.1% 1.4% 2.7%
情報通信業 5         - 20.0% 20.0% - - - - - - - - -
運輸業 26       7.7% 7.7% 3.8% 7.7% 3.8% - - - - 3.8% - 3.8%
卸売業 31       9.7% 6.5% 12.9% 16.1% 3.2% - 3.2% - - 16.1% - -
小売業 98       13.3% 6.1% 9.2% 5.1% 1.0% 6.1% 3.1% 2.0% 7.1% 14.3% 3.1% 1.0%
宿泊・飲食業 51       9.8% 11.8% 11.8% 5.9% - 7.8% 2.0% - 7.8% 5.9% 5.9% 3.9%
サービス業 134      8.2% 6.7% 10.4% 14.2% 3.7% 0.7% 0.7% 0.7% 6.0% 7.5% 3.0% 6.0%
教育・学習支援業 19       5.3% 5.3% 5.3% 5.3% - 5.3% 5.3% 5.3% 15.8% 5.3% 5.3% -
医療・福祉関連業 40       - 15.0% 10.0% 22.5% - 2.5% - 5.0% 7.5% 5.0% - 2.5%























全体 1.8% 1.4% 2.3% 2.5% 0.4% 0.5% 1.2% 1.4% 10.9% 3.9% 1.6% 2.3% 2.0%
建設業 2.4% 1.2% 1.2% 2.4% 1.2% - 1.2% - 14.6% 4.9% - 1.2% 3.7%
製造業 1.4% 1.4% 1.4% 2.7% - - - 1.4% 9.6% 1.4% 4.1% 1.4% 2.7%
情報通信業 - - - - - - - - 60.0% - - - -
運輸業 3.8% 3.8% - 11.5% - 3.8% - - 19.2% 11.5% 3.8% 3.8% -
卸売業 - 3.2% 3.2% 3.2% - 3.2% 3.2% - 9.7% - 3.2% 3.2% -
小売業 2.0% 2.0% 5.1% - - - 2.0% - 5.1% 6.1% 1.0% 2.0% 3.1%
宿泊・飲食業 2.0% - 2.0% 2.0% - - - - 11.8% 3.9% 2.0% 2.0% 2.0%
サービス業 1.5% 1.5% 1.5% 3.7% 0.7% 0.7% 0.7% 4.5% 9.0% 2.2% 1.5% 3.7% 0.7%
教育・学習支援業 - - - - - - - - 21.1% 10.5% - - 5.3%
医療・福祉関連業 2.5% - 5.0% - - - 5.0% 2.5% 10.0% 2.5% - 2.5% -









































全体 592      4.7% 5.4% 13.7% 23.8% 8.4% 2.9% 2.7% 3.2% 11.7% 1.0% 0.3% 0.7%
1人 163      3.7% 7.4% 12.9% 27.6% 9.8% 1.8% 1.8% 5.5% 14.7% - - -
2人 115      2.6% 4.3% 12.2% 26.1% 7.8% 5.2% 6.1% 1.7% 7.8% - 1.7% 0.9%
3～4人 99       4.0% 1.0% 12.1% 23.2% 14.1% 4.0% 3.0% 2.0% 13.1% 1.0% - -
5～9人 93       9.7% 7.5% 15.1% 19.4% 3.2% - - 2.2% 11.8% 3.2% - 1.1%
10～19人 53       1.9% 5.7% 17.0% 22.6% 5.7% 1.9% 1.9% 5.7% 7.5% 1.9% - 1.9%
20～49人 46       4.3% 8.7% 13.0% 17.4% 6.5% 4.3% 2.2% 2.2% 15.2% 2.2% - 2.2%























全体 4.1% 2.7% 3.2% 11.7% 1.0% 0.3% 0.7% 4.1% 3.4% 0.3% 0.2% 0.5% 2.4%
1人 1.2% 1.8% 5.5% 14.7% - - - 1.2% 0.6% 0.6% 0.6% - 1.8%
2人 4.3% 6.1% 1.7% 7.8% - 1.7% 0.9% 4.3% 1.7% - - - 4.3%
3～4人 3.0% 3.0% 2.0% 13.1% 1.0% - - 3.0% 4.0% - - - 3.0%
5～9人 4.3% - 2.2% 11.8% 3.2% - 1.1% 4.3% 8.6% - - 3.2% 1.1%
10～19人 9.4% 1.9% 5.7% 7.5% 1.9% - 1.9% 9.4% 7.5% - - - 1.9%
20～49人 6.5% 2.2% 2.2% 15.2% 2.2% - 2.2% 6.5% 2.2% 2.2% - - 2.2%
















































全体 558      8.4% 10.6% 8.1% 11.6% 2.2% 1.8% 2.5% 1.4% 5.7% 10.0% 2.2% 2.9%
1人 152      5.3% 7.9% 7.2% 15.8% 3.9% 3.3% 1.3% 0.7% 7.2% 5.3% 4.6% 3.9%
2人 103      5.8% 6.8% 10.7% 11.7% 1.9% 1.9% 1.9% 3.9% 4.9% 9.7% 2.9% 2.9%
3～4人 93       14.0% 8.6% 8.6% 9.7% - 2.2% 2.2% - 6.5% 15.1% 2.2% -
5～9人 90       13.3% 17.8% 5.6% 11.1% - - 3.3% 2.2% 3.3% 8.9% - 1.1%
10～19人 50       8.0% 12.0% 6.0% 12.0% 4.0% - 2.0% 2.0% 8.0% 10.0% - 8.0%
20～49人 46       2.2% 17.4% 13.0% 2.2% 2.2% 2.2% 6.5% - 4.3% 17.4% - -























全体 1.8% 2.5% 1.4% 5.7% 10.0% 2.2% 2.9% 1.8% 10.8% 3.8% 1.8% 2.5% 2.0%
1人 3.3% 1.3% 0.7% 7.2% 5.3% 4.6% 3.9% 3.3% 9.9% 3.3% 2.0% 0.7% 1.3%
2人 1.0% 1.9% 3.9% 4.9% 9.7% 2.9% 2.9% 1.0% 7.8% 2.9% 2.9% 2.9% 6.8%
3～4人 3.2% 2.2% - 6.5% 15.1% 2.2% - 3.2% 10.8% 1.1% - 4.3% 2.2%
5～9人 1.1% 3.3% 2.2% 3.3% 8.9% - 1.1% 1.1% 8.9% 6.7% 2.2% 4.4% -
10～19人 - 2.0% 2.0% 8.0% 10.0% - 8.0% - 16.0% 4.0% - - -
20～49人 - 6.5% - 4.3% 17.4% - - - 13.0% 6.5% 4.3% 4.3% -











全体 756             9.7% 6.6% 2.8% 5.0%
建設業 118             8.5% 5.1% 3.4% 6.8%
製造業 100             18.0% 4.0% 4.0% 7.0%
流通商業 209             9.1% 8.6% 3.3% 3.8%
金融・専門サービス業 101             11.9% 4.0% 5.0% 3.0%
生活関連サービス業 228             6.1% 7.9% 0.4% 5.3%
閉鎖・廃業 業種転換 合併・M&A 現状維持 その他
全体 9.8% 0.5% 1.1% 61.2% 3.3%
建設業 9.3% 0.8% 0.8% 60.2% 5.1%
製造業 9.0% - 1.0% 55.0% 2.0%
流通商業 9.1% 1.4% 1.4% 60.8% 2.4%
金融・専門サービス業 11.9% - 2.0% 57.4% 5.0%


















全体 759             9.6% 6.6% 2.8% 5.0%
建設業 118             8.5% 5.1% 3.4% 6.8%
製造業 100             18.0% 4.0% 4.0% 7.0%
情報通信業 6                16.7% 33.3% - -
運輸業 35              14.3% 2.9% 5.7% 5.7%
卸売業 39              7.7% 2.6% - 2.6%
小売業 130             7.7% 10.8% 3.8% 3.8%
宿泊・飲食業 70              4.3% 8.6% - 4.3%
サービス業 180             8.9% 5.0% 2.8% 4.4%
教育・学習支援業 23              4.3% 4.3% 4.3% 4.3%
医療・福祉関連業 55              10.9% 10.9% - 5.5%
その他 3                - - - -
閉鎖・廃業 業種転換 合併・M&A 現状維持 その他
全体 9.7% 0.5% 1.1% 61.4% 3.3%
建設業 9.3% 0.8% 0.8% 60.2% 5.1%
製造業 9.0% - 1.0% 55.0% 2.0%
情報通信業 - - - 50.0% -
運輸業 5.7% - - 65.7% -
卸売業 7.7% 2.6% 2.6% 74.4% -
小売業 11.5% 1.5% 1.5% 55.4% 3.8%
宿泊・飲食業 11.4% - 1.4% 65.7% 4.3%
サービス業 13.9% - 1.1% 60.6% 3.3%
教育・学習支援業 4.3% - - 73.9% 4.3%
医療・福祉関連業 - - - 69.1% 3.6%










全体 751             9.5% 6.5% 2.8% 5.2%
1人 246             4.5% 4.9% 3.3% 5.7%
2人 145             6.2% 4.8% 3.4% 9.7%
3～4人 120             14.2% 5.8% 1.7% 2.5%
5～9人 112             13.4% 8.9% 1.8% 3.6%
10～19人 56              16.1% 8.9% 1.8% -
20～49人 45              11.1% 13.3% 4.4% 6.7%
50人以上 27              18.5% 7.4% 3.7% 3.7%
閉鎖・廃業 業種転換 合併・M&A 現状維持 その他
全体 9.6% 0.5% 1.1% 61.5% 3.3%
1人 18.7% 0.8% 0.4% 60.2% 1.6%
2人 10.3% - 1.4% 60.7% 3.4%
3～4人 7.5% 0.8% - 62.5% 5.0%
5～9人 1.8% 0.9% 2.7% 65.2% 1.8%
10～19人 - - 1.8% 64.3% 7.1%
20～49人 - - 2.2% 57.8% 4.4%

























全体 659             80.9% 5.5% 5.9% 2.3% 1.5% 3.9%
建設業 105             82.9% 8.6% 3.8% 1.0% 1.0% 2.9%
製造業 80              65.0% 11.3% 12.5% 3.8% - 7.5%
流通商業 178             83.1% 5.1% 3.9% 1.7% 2.8% 3.4%
金融・専門サービス業 87              78.2% 3.4% 6.9% 1.1% 2.3% 8.0%













全体 662             80.8% 5.6% 5.9% 2.3% 1.5% 3.9%
建設業 105             82.9% 8.6% 3.8% 1.0% 1.0% 2.9%
製造業 80              65.0% 11.3% 12.5% 3.8% - 7.5%
情報通信業 6                50.0% 16.7% - - 16.7% 16.7%
運輸業 30              80.0% 10.0% 6.7% 3.3% - -
卸売業 36              88.9% 5.6% - - 2.8% 2.8%
小売業 106             84.0% 2.8% 4.7% 1.9% 2.8% 3.8%
宿泊・飲食業 68              91.2% 2.9% 1.5% 4.4% - -
サービス業 156             80.8% 2.6% 5.1% 3.2% 2.6% 5.8%
教育・学習支援業 22              86.4% 4.5% 9.1% - - -
医療・福祉関連業 50              78.0% 4.0% 14.0% - - 4.0%













全体 655             80.6% 5.6% 5.8% 2.3% 1.4% 4.3%
1人 203             87.2% 3.9% 2.5% 1.0% 2.5% 3.0%
2人 126             84.9% 4.0% 2.4% 1.6% 2.4% 4.8%
3～4人 107             79.4% 6.5% 6.5% 2.8% - 4.7%
5～9人 101             75.2% 7.9% 7.9% 4.0% - 5.0%
10～19人 54              70.4% 5.6% 14.8% 3.7% 1.9% 3.7%
20～49人 39              71.8% 10.3% 7.7% 2.6% - 7.7%






















全体 730             21.1% 11.0% 1.9% 16.7% 46.2% 3.2%
建設業 111             20.7% 9.0% - 20.7% 49.5% -
製造業 92              26.1% 16.3% 2.2% 14.1% 37.0% 4.3%
流通商業 205             22.0% 9.3% 3.4% 15.6% 46.8% 2.9%
金融・専門サービス業 92              25.0% 16.3% 2.2% 17.4% 34.8% 4.3%







全体 136             92.6% 7.4%
建設業 22              95.5% 4.5%
製造業 21              90.5% 9.5%
流通商業 42              95.2% 4.8%
金融・専門サービス業 18              94.4% 5.6%




























全体 733             21.0% 11.1% 1.9% 16.6% 46.2% 3.1%
建設業 111             20.7% 9.0% - 20.7% 49.5% -
製造業 92              26.1% 16.3% 2.2% 14.1% 37.0% 4.3%
情報通信業 6                50.0% - - - 50.0% -
運輸業 31              25.8% 12.9% 6.5% 6.5% 48.4% -
卸売業 39              15.4% 15.4% - 10.3% 53.8% 5.1%
小売業 129             21.7% 7.0% 3.9% 20.2% 44.2% 3.1%
宿泊・飲食業 71              15.5% 2.8% 4.2% 22.5% 50.7% 4.2%
サービス業 171             21.6% 12.3% 1.2% 20.5% 40.9% 3.5%
教育・学習支援業 24              12.5% 16.7% - 8.3% 50.0% 12.5%
医療・福祉関連業 56              19.6% 16.1% - 1.8% 60.7% 1.8%







全体 136             92.6% 7.4%
建設業 22              95.5% 4.5%
製造業 21              90.5% 9.5%
情報通信業 3                66.7% 33.3%
運輸業 8                87.5% 12.5%
卸売業 5                100.0% -
小売業 26              100.0% -
宿泊・飲食業 9                88.9% 11.1%
サービス業 31              93.5% 6.5%
教育・学習支援業 1                100.0% -
医療・福祉関連業 10              80.0% 20.0%





















全体 727             21.2% 11.4% 1.8% 16.4% 46.1% 3.2%
1人 233             10.7% 5.6% 1.7% 32.2% 48.1% 1.7%
2人 147             12.9% 8.2% 2.7% 20.4% 51.0% 4.8%
3～4人 119             40.3% 11.8% 1.7% 5.9% 39.5% 0.8%
5～9人 108             27.8% 14.8% 1.9% 6.5% 47.2% 1.9%
10～19人 50              22.0% 26.0% 2.0% - 44.0% 6.0%
20～49人 47              31.9% 21.3% - - 42.6% 4.3%








全体 136             92.6% 7.4%
1人 21              85.7% 14.3%
2人 16              100.0% -
3～4人 42              100.0% -
5～9人 28              92.9% 7.1%
10～19人 10              80.0% 20.0%
20～49人 13              84.6% 15.4%












合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 454        31.5% 8.1% 6.2% 2.6% 4.4% 2.0% 1.1%
建設業 78          50.0% 14.1% 2.6% 5.1% 3.8% - -
製造業 72          36.1% 11.1% 6.9% 2.8% 4.2% 1.4% 4.2%
流通商業 125        32.0% 5.6% 6.4% 0.8% 6.4% 1.6% -
金融・専門サービス業 58          24.1% 8.6% 10.3% 3.4% 1.7% 1.7% -
生活関連サービス業 121        19.8% 5.0% 5.8% 2.5% 4.1% 4.1% 1.7%
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.5% 0.7% 7.5% 7.9% 3.7% 1.8% 2.0% 18.9%
建設業 1.3% 1.3% 6.4% 1.3% 2.6% 1.3% - 10.3%
製造業 - - 6.9% 5.6% 5.6% - 1.4% 13.9%
流通商業 0.8% - 8.0% 12.0% 4.0% 0.8% 4.8% 16.8%
金融・専門サービス業 5.2% 1.7% 6.9% 6.9% 5.2% 3.4% 3.4% 17.2%






合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 468        69.2% 9.8% 7.5% 1.7% 2.4% 0.6% 0.4%
建設業 81          69.1% 8.6% 7.4% 4.9% 2.5% 1.2% -
製造業 69          63.8% 11.6% 5.8% - 1.4% - 1.4%
流通商業 120        69.2% 8.3% 8.3% 2.5% - 0.8% 0.8%
金融・専門サービス業 54          61.1% 14.8% 13.0% - 3.7% - -
生活関連サービス業 144        75.0% 9.0% 5.6% 0.7% 4.2% 0.7% -
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.3% 0.2% 2.1% 2.4% 0.9% 0.2% 0.2% 1.1%
建設業 - - 2.5% 2.5% 1.2% - - -
製造業 1.4% - 5.8% 1.4% 2.9% - 1.4% 2.9%
流通商業 0.8% - 1.7% 4.2% 0.8% 0.8% - 1.7%
金融・専門サービス業 3.7% - - 1.9% - - - 1.9%











合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 457        31.7% 8.3% 6.1% 2.6% 4.4% 2.0% 1.1%
建設業 78          50.0% 14.1% 2.6% 5.1% 3.8% - -
製造業 72          36.1% 11.1% 6.9% 2.8% 4.2% 1.4% 4.2%
情報通信業 1           - - - - - 100.0% -
運輸業 22          31.8% 13.6% 18.2% - 9.1% - -
卸売業 23          30.4% 8.7% 4.3% 4.3% - - -
小売業 79          32.9% 2.5% 3.8% - 7.6% 1.3% -
宿泊・飲食業 37          24.3% 2.7% 5.4% 2.7% 2.7% 8.1% 2.7%
サービス業 104        23.1% 7.7% 7.7% 2.9% 1.0% 1.9% -
教育・学習支援業 12          8.3% 8.3% 16.7% - 25.0% - -
医療・福祉関連業 26          15.4% 3.8% 3.8% 3.8% 3.8% 3.8% 3.8%
その他 3           66.7% 33.3% - - - - -
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.5% 0.7% 7.4% 7.9% 3.7% 1.8% 2.0% 18.8%
建設業 1.3% 1.3% 6.4% 1.3% 2.6% 1.3% - 10.3%
製造業 - - 6.9% 5.6% 5.6% - 1.4% 13.9%
情報通信業 - - - - - - - -
運輸業 - - - 9.1% 4.5% - - 13.6%
卸売業 4.3% - 8.7% 21.7% 4.3% - 4.3% 8.7%
小売業 - - 10.1% 10.1% 3.8% 1.3% 6.3% 20.3%
宿泊・飲食業 2.7% - - 16.2% 2.7% - - 29.7%
サービス業 3.8% 1.9% 10.6% 7.7% 4.8% 4.8% 1.9% 20.2%
教育・学習支援業 - - 16.7% - - - - 25.0%
医療・福祉関連業 - - 3.8% 7.7% - 3.8% - 46.2%







合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 471        69.4% 9.8% 7.4% 1.7% 2.3% 0.6% 0.4%
建設業 81          69.1% 8.6% 7.4% 4.9% 2.5% 1.2% -
製造業 69          63.8% 11.6% 5.8% - 1.4% - 1.4%
情報通信業 2           50.0% - - - - - -
運輸業 16          50.0% 12.5% 18.8% 6.3% - - -
卸売業 22          68.2% 4.5% 4.5% - - - 4.5%
小売業 80          73.8% 8.8% 7.5% 2.5% - 1.3% -
宿泊・飲食業 50          72.0% 16.0% 6.0% - 2.0% - -
サービス業 108        73.1% 8.3% 8.3% - 3.7% 0.9% -
教育・学習支援業 12          83.3% 16.7% - - - - -
医療・福祉関連業 28          57.1% 7.1% 10.7% 3.6% 10.7% - -
その他 3           100.0% - - - - - -
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.3% 0.2% 2.1% 2.3% 0.8% 0.2% 0.2% 1.1%
建設業 - - 2.5% 2.5% 1.2% - - -
製造業 1.4% - 5.8% 1.4% 2.9% - 1.4% 2.9%
情報通信業 - - 50.0% - - - - -
運輸業 - - - 6.3% - - - 6.3%
卸売業 - - 4.5% 13.6% - - - -
小売業 1.3% - - 1.3% 1.3% 1.3% - 1.3%
宿泊・飲食業 - - 2.0% 2.0% - - - -
サービス業 1.9% - 0.9% 1.9% - - - 0.9%
教育・学習支援業 - - - - - - - -
医療・福祉関連業 7.1% 3.6% - - - - - -

























合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 453        32.5% 8.2% 6.2% 2.4% 4.2% 2.0% 1.1%
1人 137        35.0% 8.8% 5.1% 2.2% 5.1% 2.9% 1.5%
2人 87          37.9% 5.7% 5.7% 2.3% 2.3% 1.1% -
3～4人 77          31.2% 9.1% 3.9% 5.2% 6.5% 2.6% -
5～9人 68          38.2% 8.8% 5.9% 2.9% 4.4% 2.9% 4.4%
10～19人 32          21.9% 9.4% 18.8% - 3.1% - -
20～49人 36          16.7% 8.3% 5.6% - 2.8% - -
50人以上 16          18.8% 6.3% 6.3% - - - -
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.5% 0.7% 7.3% 7.9% 4.0% 2.0% 2.0% 18.1%
1人 1.5% - 8.8% 8.0% 1.5% 1.5% 1.5% 16.8%
2人 2.3% 1.1% 8.0% 5.7% 4.6% 2.3% 2.3% 18.4%
3～4人 1.3% 1.3% 6.5% 7.8% 1.3% 1.3% 1.3% 20.8%
5～9人 - - 2.9% 5.9% 2.9% 1.5% 4.4% 14.7%
10～19人 3.1% 3.1% 9.4% 12.5% 6.3% - - 12.5%
20～49人 2.8% - 5.6% 11.1% 8.3% 8.3% 2.8% 27.8%








合計 1～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70
全体 468        69.9% 9.4% 7.3% 1.7% 2.4% 0.6% 0.4%
1人 157        91.7% 2.5% 1.3% 0.6% 0.6% 0.6% -
2人 93          83.9% 8.6% 6.5% - 1.1% - -
3～4人 76          67.1% 15.8% 6.6% 3.9% 1.3% 1.3% -
5～9人 64          56.3% 18.8% 14.1% 1.6% 3.1% - -
10～19人 33          27.3% 15.2% 18.2% 3.0% 9.1% - 3.0%
20～49人 32          28.1% 6.3% 12.5% 6.3% 9.4% 3.1% -
50人以上 13          - 7.7% 15.4% - - - 7.7%
71～80 81～90 91～100 101～200 201～300 301～400 401～500 501～
全体 1.3% 0.2% 2.1% 2.4% 0.9% 0.2% 0.2% 1.1%
1人 0.6% - - 1.3% - - - 0.6%
2人 - - - - - - - -
3～4人 - - 1.3% 1.3% - 1.3% - -
5～9人 1.6% 1.6% 3.1% - - - - -
10～19人 3.0% - 9.1% 6.1% - - - 6.1%
20～49人 9.4% - 6.3% 12.5% 3.1% - - 3.1%






























全体 659             63.6% 36.1% 9.6% 34.7% 47.2% 41.6%
建設業 104             65.4% 48.1% 8.7% 31.7% 43.3% 43.3%
製造業 86 59.3% 37.2% 10.5% 33.7% 48.8% 41.9%
流通商業 172 55.8% 33.7% 5.2% 36.6% 45.3% 40.7%
金融・専門サービス業 92 70.7% 42.4% 15.2% 38.0% 55.4% 44.6%


























全体 15.2% 19.6% 27.6% 23.4% 29.4% 3.9% 1.2%
建設業 13.5% 22.1% 23.1% 26.0% 28.8% 2.9% 1.9%
製造業 15.1% 24.4% 23.3% 19.8% 18.6% 3.5% 2.3%
流通商業 11.0% 18.6% 25.0% 22.7% 25.0% 1.2% 0.6%
金融・専門サービス業 21.7% 23.9% 37.0% 26.1% 34.8% 10.9% 1.1%

























全体 662             63.6% 36.1% 9.5% 34.6% 47.4% 41.4%
建設業 104             65.4% 48.1% 8.7% 31.7% 43.3% 43.3%
製造業 86 59.3% 37.2% 10.5% 33.7% 48.8% 41.9%
情報通信業 3 66.7% 66.7% - 66.7% 33.3% 66.7%
運輸業 28 39.3% 25.0% - 46.4% 57.1% 35.7%
卸売業 32 50.0% 31.3% 12.5% 59.4% 59.4% 34.4%
小売業 109 61.5% 35.8% 4.6% 26.6% 38.5% 43.1%
宿泊・飲食業 64 59.4% 34.4% 12.5% 37.5% 43.8% 42.2%
サービス業 165 69.7% 33.9% 10.9% 33.9% 48.5% 40.6%
教育・学習支援業 19 68.4% 36.8% 10.5% 31.6% 47.4% 47.4%
医療・福祉関連業 49 77.6% 26.5% 16.3% 36.7% 59.2% 40.8%


























全体 15.1% 19.6% 27.6% 23.4% 29.3% 3.9% 1.2%
建設業 13.5% 22.1% 23.1% 26.0% 28.8% 2.9% 1.9%
製造業 15.1% 24.4% 23.3% 19.8% 18.6% 3.5% 2.3%
情報通信業 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 33.3% - -
運輸業 10.7% 21.4% 21.4% 21.4% 21.4% - -
卸売業 15.6% 21.9% 34.4% 25.0% 40.6% 3.1% 3.1%
小売業 9.2% 16.5% 22.9% 21.1% 21.1% 0.9% -
宿泊・飲食業 14.1% 18.8% 26.6% 31.3% 34.4% 4.7% -
サービス業 18.8% 18.8% 30.3% 21.8% 33.9% 6.1% 1.2%
教育・学習支援業 15.8% 15.8% 36.8% 26.3% 36.8% 5.3% -
医療・福祉関連業 22.4% 14.3% 42.9% 20.4% 40.8% 8.2% 2.0%






























全体 656             64.3% 36.4% 9.8% 34.9% 47.7% 41.6%
1人 204             65.2% 30.4% 5.4% 31.9% 44.6% 38.2%
2人 128 64.8% 36.7% 9.4% 36.7% 47.7% 43.8%
3～4人 106 72.6% 40.6% 14.2% 37.7% 53.8% 47.2%
5～9人 97 62.9% 40.2% 12.4% 30.9% 40.2% 40.2%
10～19人 50 70.0% 46.0% 10.0% 26.0% 54.0% 42.0%
20～49人 45 46.7% 40.0% 11.1% 44.4% 60.0% 40.0%


























全体 15.2% 20.0% 28.2% 23.0% 29.0% 3.7% 1.1%
1人 10.8% 19.6% 20.6% 20.6% 26.0% 2.0% 0.5%
2人 14.1% 25.0% 23.4% 24.2% 21.1% 3.9% 1.6%
3～4人 17.0% 18.9% 37.7% 27.4% 36.8% 3.8% 0.9%
5～9人 18.6% 19.6% 34.0% 20.6% 32.0% 4.1% 1.0%
10～19人 20.0% 24.0% 38.0% 22.0% 34.0% 4.0% 2.0%
20～49人 17.8% 11.1% 33.3% 24.4% 33.3% 4.4% -


























全体 348             14.1% 30.5% 51.4% 26.4% 10.3% 35.3%
建設業 51              15.7% 27.5% 39.2% 25.5% 5.9% 23.5%
製造業 41 19.5% 24.4% 58.5% 22.0% 9.8% 36.6%
流通商業 83 13.3% 32.5% 57.8% 24.1% 14.5% 37.3%
金融・専門サービス業 55 18.2% 32.7% 61.8% 30.9% 10.9% 36.4%


























全体 38.5% 34.2% 28.7% 39.1% 32.5% 61.2% 2.3%
建設業 43.1% 29.4% 31.4% 27.5% 27.5% 58.8% 2.0%
製造業 29.3% 22.0% 29.3% 39.0% 36.6% 58.5% -
流通商業 47.0% 32.5% 34.9% 36.1% 33.7% 66.3% 3.6%
金融・専門サービス業 40.0% 41.8% 25.5% 47.3% 43.6% 63.6% 1.8%


































全体 350             14.3% 30.6% 51.7% 26.9% 10.3% 35.7%
建設業 51              15.7% 27.5% 39.2% 25.5% 5.9% 23.5%
製造業 41 19.5% 24.4% 58.5% 22.0% 9.8% 36.6%
情報通信業 1 - 100.0% 100.0% - - -
運輸業 13 23.1% 53.8% 61.5% 38.5% 7.7% 53.8%
卸売業 18 11.1% 44.4% 61.1% 11.1% 16.7% 50.0%
小売業 51 11.8% 21.6% 54.9% 25.5% 15.7% 29.4%
宿泊・飲食業 39 15.4% 30.8% 46.2% 25.6% 12.8% 38.5%
サービス業 96 13.5% 31.3% 52.1% 30.2% 10.4% 34.4%
教育・学習支援業 13 15.4% 23.1% 38.5% 15.4% 7.7% 38.5%
医療・福祉関連業 25 4.0% 40.0% 56.0% 36.0% 4.0% 48.0%


























全体 38.9% 34.3% 28.9% 39.1% 32.9% 61.4% 2.3%
建設業 43.1% 29.4% 31.4% 27.5% 27.5% 58.8% 2.0%
製造業 29.3% 22.0% 29.3% 39.0% 36.6% 58.5% -
情報通信業 - - - - - 100.0% -
運輸業 53.8% 38.5% 30.8% 30.8% 30.8% 76.9% -
卸売業 50.0% 38.9% 33.3% 33.3% 33.3% 77.8% 5.6%
小売業 45.1% 29.4% 37.3% 39.2% 35.3% 58.8% 3.9%
宿泊・飲食業 30.8% 51.3% 25.6% 41.0% 28.2% 71.8% 2.6%
サービス業 38.5% 36.5% 29.2% 46.9% 38.5% 59.4% 3.1%
教育・学習支援業 30.8% 30.8% 15.4% 53.8% 23.1% 46.2% -
医療・福祉関連業 32.0% 36.0% 12.0% 32.0% 20.0% 52.0% -

























全体 349             14.3% 30.4% 51.0% 27.2% 10.3% 35.2%
1人 117             11.1% 29.1% 37.6% 23.1% 9.4% 32.5%
2人 71 18.3% 39.4% 53.5% 29.6% 15.5% 35.2%
3～4人 55 16.4% 36.4% 58.2% 32.7% 12.7% 30.9%
5～9人 48 14.6% 18.8% 64.6% 41.7% 12.5% 35.4%
10～19人 22 13.6% 27.3% 63.6% 27.3% 4.5% 31.8%
20～49人 23 17.4% 21.7% 47.8% 8.7% - 60.9%


























全体 38.7% 33.8% 29.2% 39.3% 33.2% 62.2% 2.3%
1人 38.5% 33.3% 32.5% 40.2% 35.9% 56.4% 3.4%
2人 49.3% 36.6% 35.2% 38.0% 40.8% 76.1% 1.4%
3～4人 41.8% 36.4% 27.3% 49.1% 34.5% 69.1% 1.8%
5～9人 41.7% 35.4% 29.2% 37.5% 22.9% 54.2% 2.1%
10～19人 31.8% 31.8% 27.3% 36.4% 40.9% 72.7% 4.5%
20～49人 17.4% 21.7% 13.0% 26.1% 17.4% 56.5% -















全体 826             45.5% 54.5%
建設業 126             39.7% 60.3%
製造業 106 25.5% 74.5%
流通商業 218 49.1% 50.9%
金融・専門サービス業 113 44.2% 55.8%








全体 829             45.5% 54.5%
建設業 126             39.7% 60.3%
製造業 106 25.5% 74.5%
情報通信業 6 66.7% 33.3%
運輸業 36 47.2% 52.8%
卸売業 41 41.5% 58.5%
小売業 136 51.5% 48.5%
宿泊・飲食業 86 58.1% 41.9%
サービス業 201 45.8% 54.2%
教育・学習支援業 25 68.0% 32.0%
医療・福祉関連業 63 50.8% 49.2%








全体 822             45.6% 54.4%
1人 273             53.5% 46.5%
2人 157 46.5% 53.5%
3～4人 128 46.9% 53.1%
5～9人 121 39.7% 60.3%
10～19人 60 30.0% 70.0%
20～49人 52 32.7% 67.3%



















全体 406             63.3% 33.3% 31.5% 22.4% 8.6% 1.5%
建設業 68              63.2% 35.3% 32.4% 25.0% 7.4% -
製造業 73 53.4% 30.1% 31.5% 27.4% 12.3% 1.4%
流通商業 100 66.0% 37.0% 31.0% 17.0% 8.0% 1.0%
金融・専門サービス業 59 79.7% 30.5% 39.0% 28.8% 16.9% 5.1%
生活関連サービス業 106 58.5% 32.1% 27.4% 18.9% 2.8% 0.9%
人材育成 共同申請（補
助金・商標等）
技術開発 共同求人 共同受注 共同研究 その他
全体 4.9% 2.0% 4.7% - 1.0% 1.2% 11.1%
建設業 4.4% 5.9% 8.8% - - - 8.8%
製造業 6.8% 2.7% 5.5% - 1.4% 2.7% 11.0%
流通商業 3.0% - 2.0% - 2.0% 1.0% 10.0%
金融・専門サービス業 6.8% - 8.5% - 1.7% - 8.5%














全体 408             63.0% 33.1% 31.4% 22.3% 8.6% 1.5%
建設業 68              63.2% 35.3% 32.4% 25.0% 7.4% -
製造業 73 53.4% 30.1% 31.5% 27.4% 12.3% 1.4%
情報通信業 0 - - - - - -
運輸業 17 70.6% 29.4% 29.4% 23.5% 11.8% -
卸売業 23 69.6% 34.8% 39.1% 13.0% 8.7% -
小売業 60 63.3% 40.0% 28.3% 16.7% 6.7% 1.7%
宿泊・飲食業 31 38.7% 32.3% 38.7% 9.7% 6.5% -
サービス業 100 71.0% 30.0% 34.0% 26.0% 11.0% 3.0%
教育・学習支援業 7 42.9% 42.9% 14.3% 28.6% - -
医療・福祉関連業 27 85.2% 33.3% 18.5% 22.2% - 3.7%
その他 2 - - - - - -
人材育成 共同申請（補
助金・商標等）
技術開発 共同求人 共同受注 共同研究 その他
全体 4.9% 2.0% 4.9% - 1.0% 1.2% 11.3%
建設業 4.4% 5.9% 8.8% - - - 8.8%
製造業 6.8% 2.7% 5.5% - 1.4% 2.7% 11.0%
情報通信業 - - - - - - -
運輸業 - - - - - - 5.9%
卸売業 4.3% - - - - - 4.3%
小売業 3.3% - 3.3% - 3.3% 1.7% 13.3%
宿泊・飲食業 6.5% 3.2% - - - - 25.8%
サービス業 7.0% 1.0% 7.0% - 1.0% 2.0% 10.0%
教育・学習支援業 - - - - - - 14.3%
医療・福祉関連業 - - - - - - 7.4%



















全体 405             62.7% 33.1% 31.6% 22.7% 8.6% 1.5%
1人 106             50.0% 29.2% 18.9% 19.8% 1.9% -
2人 77 54.5% 28.6% 31.2% 22.1% 5.2% 3.9%
3～4人 64 73.4% 39.1% 37.5% 18.8% 17.2% 1.6%
5～9人 68 69.1% 36.8% 41.2% 25.0% 7.4% 2.9%
10～19人 41 70.7% 31.7% 31.7% 26.8% 12.2% -
20～49人 32 68.8% 31.3% 40.6% 21.9% 15.6% -
50人以上 17 82.4% 47.1% 35.3% 41.2% 17.6% -
人材育成 共同申請（補
助金・商標等）
技術開発 共同求人 共同受注 共同研究 その他
全体 4.9% 2.0% 4.9% - 1.0% 1.2% 11.4%
1人 1.9% 1.9% 0.9% - - 1.9% 20.8%
2人 1.3% 1.3% 3.9% - 2.6% 1.3% 11.7%
3～4人 7.8% 3.1% 7.8% - 1.6% - 4.7%
5～9人 8.8% 1.5% 4.4% - 1.5% - 13.2%
10～19人 7.3% 2.4% 7.3% - - - 4.9%
20～49人 9.4% - 9.4% - - - 3.1%


















全体 635             5.5% 5.7% 19.1% 69.8%
建設業 101             3.0% 6.9% 15.8% 74.3%
製造業 85 11.8% 9.4% 25.9% 52.9%
流通商業 160 4.4% 4.4% 19.4% 71.9%
金融・専門サービス業 85 7.1% 9.4% 21.2% 62.4%
















全体 638             5.5% 5.6% 19.3% 69.6%
建設業 101             3.0% 6.9% 15.8% 74.3%
製造業 85 11.8% 9.4% 25.9% 52.9%
情報通信業 2 - - 50.0% 50.0%
運輸業 26 11.5% 3.8% 11.5% 73.1%
卸売業 29 - 6.9% 31.0% 62.1%
小売業 104 3.8% 3.8% 17.3% 75.0%
宿泊・飲食業 61 - 3.3% 8.2% 88.5%
サービス業 153 6.5% 7.2% 19.0% 67.3%
教育・学習支援業 23 - - 21.7% 78.3%
医療・福祉関連業 51 9.8% 2.0% 25.5% 62.7%























全体 631             5.5% 5.7% 19.3% 69.4%
1人 199             2.0% 2.0% 12.1% 83.9%
2人 124 2.4% 4.8% 13.7% 79.0%
3～4人 100 5.0% 7.0% 29.0% 59.0%
5～9人 92 4.3% 9.8% 22.8% 63.0%
10～19人 52 13.5% 1.9% 36.5% 48.1%
20～49人 41 14.6% 14.6% 19.5% 51.2%


















全体 764             33.6% 6.0% 8.8% 51.6%
建設業 114             43.0% 6.1% 7.9% 43.0%
製造業 93 30.1% 7.5% 14.0% 48.4%
流通商業 210 28.6% 8.1% 9.5% 53.8%
金融・専門サービス業 105 36.2% 6.7% 8.6% 48.6%

















全体 767             33.6% 6.0% 8.7% 51.6%
建設業 114             43.0% 6.1% 7.9% 43.0%
製造業 93 30.1% 7.5% 14.0% 48.4%
情報通信業 6 50.0% - 16.7% 33.3%
運輸業 34 35.3% 8.8% 5.9% 50.0%
卸売業 41 12.2% 12.2% 7.3% 68.3%
小売業 130 30.8% 6.9% 10.8% 51.5%
宿泊・飲食業 73 23.3% 1.4% 8.2% 67.1%
サービス業 189 37.6% 5.3% 7.4% 49.7%
教育・学習支援業 25 8.0% - 16.0% 76.0%
医療・福祉関連業 59 50.8% 6.8% 1.7% 40.7%






















全体 762             33.7% 6.0% 8.8% 51.4%
1人 243             29.6% 4.5% 3.3% 62.6%
2人 144 37.5% 4.9% 4.2% 53.5%
3～4人 123 43.1% 8.1% 7.3% 41.5%
5～9人 115 31.3% 6.1% 15.7% 47.0%
10～19人 59 40.7% 8.5% 16.9% 33.9%
20～49人 48 20.8% 6.3% 16.7% 56.3%













全体 343             36.2% 20.1% 12.2% 46.6%
建設業 63              47.6% 31.7% 11.1% 44.4%
製造業 39 43.6% 12.8% 17.9% 46.2%
流通商業 91 29.7% 23.1% 8.8% 48.4%
金融・専門サービス業 55 32.7% 16.4% 18.2% 56.4%












全体 6.1% 20.4% 8.5% 15.2% 12.8%
建設業 4.8% 25.4% 7.9% 28.6% 9.5%
製造業 17.9% 23.1% 10.3% 12.8% 12.8%
流通商業 2.2% 20.9% 5.5% 8.8% 7.7%
金融・専門サービス業 10.9% 25.5% 7.3% 21.8% 9.1%


















全体 344             36.3% 20.1% 12.2% 46.5%
建設業 63              47.6% 31.7% 11.1% 44.4%
製造業 39 43.6% 12.8% 17.9% 46.2%
情報通信業 2 - 50.0% 50.0% -
運輸業 17 23.5% 23.5% 11.8% 47.1%
卸売業 10 20.0% 20.0% 20.0% 40.0%
小売業 62 33.9% 22.6% 4.8% 51.6%
宿泊・飲食業 21 28.6% 19.0% 4.8% 42.9%
サービス業 93 33.3% 16.1% 18.3% 51.6%
教育・学習支援業 2 50.0% 50.0% - -
医療・福祉関連業 34 35.3% 8.8% 5.9% 38.2%













全体 6.1% 20.3% 8.4% 15.1% 12.8%
建設業 4.8% 25.4% 7.9% 28.6% 9.5%
製造業 17.9% 23.1% 10.3% 12.8% 12.8%
情報通信業 - - - 50.0% -
運輸業 - 29.4% 5.9% 5.9% -
卸売業 - 10.0% - 20.0% 20.0%
小売業 3.2% 21.0% 6.5% 6.5% 8.1%
宿泊・飲食業 4.8% 14.3% 9.5% 9.5% 33.3%
サービス業 8.6% 22.6% 5.4% 19.4% 11.8%
教育・学習支援業 - - - - -
医療・福祉関連業 - 5.9% 23.5% 2.9% 23.5%














全体 342             36.5% 20.8% 11.7% 46.5%
1人 89              33.7% 22.5% 14.6% 37.1%
2人 64 54.7% 15.6% 12.5% 40.6%
3～4人 71 39.4% 25.4% 9.9% 50.7%
5～9人 57 31.6% 21.1% 5.3% 54.4%
10～19人 32 21.9% 18.8% 12.5% 56.3%
20～49人 16 37.5% 25.0% 25.0% 43.8%













全体 6.4% 19.9% 8.2% 15.8% 12.9%
1人 2.2% 18.0% 6.7% 10.1% 21.3%
2人 6.3% 17.2% 7.8% 17.2% 6.3%
3～4人 8.5% 25.4% 5.6% 14.1% 14.1%
5～9人 8.8% 14.0% 10.5% 19.3% 3.5%
10～19人 6.3% 25.0% 6.3% 18.8% 15.6%
20～49人 6.3% 31.3% 18.8% 25.0% 12.5%





























全体 672             17.7% 15.2% 67.1%
建設業 106             12.3% 18.9% 68.9%
製造業 81 12.3% 13.6% 74.1%
流通商業 184 18.5% 14.7% 66.8%
金融・専門サービス業 89 16.9% 19.1% 64.0%











全体 675             17.6% 15.3% 67.1%
建設業 106             12.3% 18.9% 68.9%
製造業 81 12.3% 13.6% 74.1%
情報通信業 3 33.3% 33.3% 33.3%
運輸業 30 20.0% 6.7% 73.3%
卸売業 36 19.4% 11.1% 69.4%
小売業 116 17.2% 17.2% 65.5%
宿泊・飲食業 67 22.4% 4.5% 73.1%
サービス業 165 16.4% 16.4% 67.3%
教育・学習支援業 22 18.2% 18.2% 63.6%
医療・福祉関連業 46 34.8% 21.7% 43.5%











全体 670             17.3% 15.7% 67.0%
1人 205             4.4% 9.3% 86.3%
2人 132 12.1% 9.1% 78.8%
3～4人 109 13.8% 22.0% 64.2%
5～9人 101 26.7% 17.8% 55.4%
10～19人 51 25.5% 29.4% 45.1%
20～49人 45 48.9% 28.9% 22.2%


















全体 744            6.5% 4.2% 34.7% 54.7%
建設業 113            8.0% 7.1% 36.3% 48.7%
製造業 94              5.3% 4.3% 44.7% 45.7%
流通商業 204            5.9% 4.9% 36.8% 52.5%
金融・専門サービス業 95              8.4% 4.2% 41.1% 46.3%









全体 747            6.4% 4.1% 34.5% 54.9%
建設業 113            8.0% 7.1% 36.3% 48.7%
製造業 94              5.3% 4.3% 44.7% 45.7%
情報通信業 6               16.7%  - 33.3% 50.0%
運輸業 36              5.6% 2.8% 36.1% 55.6%
卸売業 39              2.6%  - 28.2% 69.2%
小売業 123            6.5% 7.3% 39.8% 46.3%
宿泊・飲食業 73              4.1% 2.7% 20.5% 72.6%
サービス業 176            6.3% 3.4% 34.1% 56.3%
教育・学習支援業 25               -  - 28.0% 72.0%
医療・福祉関連業 59              13.6% 1.7% 30.5% 54.2%









全体 745            6.6% 4.2% 34.2% 55.0%
1人 244            4.5% 2.9% 34.4% 58.2%
2人 145            6.2% 5.5% 32.4% 55.9%
3～4人 117            12.0% 6.0% 29.9% 52.1%
5～9人 110            9.1% 6.4% 30.9% 53.6%
10～19人 52              5.8% 1.9% 46.2% 46.2%
20～49人 50              4.0% 2.0% 36.0% 58.0%

























全体 752            6.1% 6.1% 31.1% 56.6%
建設業 116            7.8% 11.2% 30.2% 50.9%
製造業 96              6.3% 10.4% 36.5% 46.9%
流通商業 206            7.8% 6.3% 33.0% 52.9%
金融・専門サービス業 96              4.2% 4.2% 39.6% 52.1%









全体 755            6.1% 6.2% 31.0% 56.7%
建設業 116            7.8% 11.2% 30.2% 50.9%
製造業 96              6.3% 10.4% 36.5% 46.9%
情報通信業 6                -  - 33.3% 66.7%
運輸業 36              5.6% 5.6% 33.3% 55.6%
卸売業 39              5.1% 5.1% 28.2% 61.5%
小売業 125            9.6% 7.2% 34.4% 48.8%
宿泊・飲食業 74              5.4% 6.8% 17.6% 70.3%
サービス業 176            3.4% 2.8% 32.4% 61.4%
教育・学習支援業 25               -  - 24.0% 76.0%
医療・福祉関連業 59              8.5%  - 33.9% 57.6%









全体 751            6.0% 6.1% 30.8% 57.1%
1人 246            4.1% 4.9% 27.6% 63.4%
2人 146            7.5% 6.2% 29.5% 56.8%
3～4人 117            7.7% 10.3% 26.5% 55.6%
5～9人 110            9.1% 6.4% 28.2% 56.4%
10～19人 54              1.9% 5.6% 48.1% 44.4%
20～49人 51              3.9% 5.9% 39.2% 51.0%

















全体 740            4.6% 2.6% 29.2% 63.6%
建設業 116            5.2% 4.3% 27.6% 62.9%
製造業 91              5.5% 3.3% 38.5% 52.7%
流通商業 204            4.9% 3.4% 30.4% 61.3%
金融・専門サービス業 94              5.3% 2.1% 39.4% 53.2%









全体 743            4.6% 2.8% 29.1% 63.5%
建設業 116            5.2% 4.3% 27.6% 62.9%
製造業 91              5.5% 3.3% 38.5% 52.7%
情報通信業 6                -  - 16.7% 83.3%
運輸業 36              5.6% 11.1% 33.3% 50.0%
卸売業 39              2.6% 2.6% 25.6% 69.2%
小売業 123            5.7% 1.6% 31.7% 61.0%
宿泊・飲食業 72              4.2% 2.8% 13.9% 79.2%
サービス業 175            4.0% 1.1% 32.0% 62.9%
教育・学習支援業 25              4.0%  - 16.0% 80.0%
医療・福祉関連業 57              3.5%  - 29.8% 66.7%









全体 741            4.6% 2.8% 28.5% 64.1%
1人 242            3.3% 1.2% 23.6% 71.9%
2人 144            3.5% 2.8% 27.8% 66.0%
3～4人 115            7.0% 1.7% 24.3% 67.0%
5～9人 111            6.3% 5.4% 27.0% 61.3%
10～19人 52              5.8% 7.7% 51.9% 34.6%
20～49人 50              4.0% 4.0% 40.0% 52.0%










全体 731            1.6% 0.3% 30.0% 68.1%
建設業 115            2.6%  - 31.3% 66.1%
製造業 90              2.2%  - 38.9% 58.9%
流通商業 201            1.5% 1.0% 33.3% 64.2%
金融・専門サービス業 93              2.2%  - 35.5% 62.4%















全体 734            1.6% 0.3% 29.8% 68.3%
建設業 115            2.6%  - 31.3% 66.1%
製造業 90              2.2%  - 38.9% 58.9%
情報通信業 6                -  - 16.7% 83.3%
運輸業 34               -  - 38.2% 61.8%
卸売業 39              2.6% 2.6% 28.2% 66.7%
小売業 122            1.6% 0.8% 34.4% 63.1%
宿泊・飲食業 71               -  - 14.1% 85.9%
サービス業 173            1.7%  - 30.1% 68.2%
教育・学習支援業 25               -  - 16.0% 84.0%
医療・福祉関連業 56              1.8%  - 26.8% 71.4%









全体 732            1.6% 0.3% 29.4% 68.7%
1人 238            0.8% 0.4% 26.1% 72.7%
2人 143            1.4%  - 26.6% 72.0%
3～4人 113            0.9%  - 24.8% 74.3%
5～9人 110            3.6% 0.9% 25.5% 70.0%
10～19人 51              2.0%  - 58.8% 39.2%
20～49人 50              2.0%  - 42.0% 56.0%










全体 732            1.4% 0.3% 29.5% 68.9%
建設業 114            1.8%  - 33.3% 64.9%
製造業 90              3.3%  - 37.8% 58.9%
流通商業 203            1.0%  - 30.5% 68.5%
金融・専門サービス業 94              1.1%  - 41.5% 57.4%















全体 735            1.4% 0.3% 29.4% 69.0%
建設業 114            1.8%  - 33.3% 64.9%
製造業 90              3.3%  - 37.8% 58.9%
情報通信業 6                -  - 16.7% 83.3%
運輸業 34               -  - 38.2% 61.8%
卸売業 39               -  - 25.6% 74.4%
小売業 124            1.6%  - 30.6% 67.7%
宿泊・飲食業 71               - 1.4% 11.3% 87.3%
サービス業 174            1.1% 0.6% 31.0% 67.2%
教育・学習支援業 25               -  - 16.0% 84.0%
医療・福祉関連業 55              1.8%  - 29.1% 69.1%









全体 732            1.4% 0.3% 29.0% 69.4%
1人 239            0.8%  - 22.6% 76.6%
2人 142             -  - 28.2% 71.8%
3～4人 113             -  - 24.8% 75.2%
5～9人 110            3.6% 0.9% 26.4% 69.1%
10～19人 51              2.0% 2.0% 56.9% 39.2%
20～49人 50              2.0%  - 42.0% 56.0%










全体 732            1.1%  - 28.3% 70.6%
建設業 114            0.9%  - 33.3% 65.8%
製造業 90              4.4%  - 34.4% 61.1%
流通商業 203            0.5%  - 28.6% 70.9%
金融・専門サービス業 94              1.1%  - 37.2% 61.7%















全体 735            1.1%  - 28.2% 70.7%
建設業 114            0.9%  - 33.3% 65.8%
製造業 90              4.4%  - 34.4% 61.1%
情報通信業 6                -  - 16.7% 83.3%
運輸業 34               -  - 32.4% 67.6%
卸売業 39               -  - 23.1% 76.9%
小売業 124            0.8%  - 29.8% 69.4%
宿泊・飲食業 72               -  - 16.7% 83.3%
サービス業 174            0.6%  - 30.5% 69.0%
教育・学習支援業 25               -  - 16.0% 84.0%
医療・福祉関連業 54              1.9%  - 20.4% 77.8%









全体 732            1.1%  - 27.6% 71.3%
1人 240             -  - 21.7% 78.3%
2人 142            0.7%  - 28.2% 71.1%
3～4人 112             -  - 22.3% 77.7%
5～9人 110            2.7%  - 26.4% 70.9%
10～19人 51               -  - 56.9% 43.1%
20～49人 50              6.0%  - 36.0% 58.0%




























〒791-     東温市 




            ﾌﾘｶﾞﾅ 
役職                      ( 西暦     年生まれ) 
氏名               
(4)調査回答者 
1. 代表者本人 2.代表者以外 (氏名   連絡先 1.事業所と同じ 
2.事業所以外 TEL        )
(5)代表者住所 
1. 事業所と同じ  2. 事業所とは別の東温市内   
3. 東温市の近隣市町 ( 松山市・砥部町・松前町・伊予市・久万高原町・西条市 ) 
4. 愛媛県内 (近隣市町以外) 5. その他(             ) 
(6)企業形態・ 
 創業設立年 
1. 個人 (創業 西暦    年)   
2. 法人 (創業 西暦    年、  法人設立 西暦    年) 
(7)資本金 
※法人の場合のみ記入ください。 
1.  100 万円未満  2.  100 万円～299 万円  3.  300 万円～499 万円 
4.  500 万円～999 万円  5.  1,000 万円～4,999 万円   
6.  5,000 万円～1 億円未満  7.  1 億円以上 
(8)業 種 
1. 建設業  2. 製造業  3. 情報通信業  4. 運輸業  5. 卸売業  6. 小売業 
7. 宿泊･飲食業  8. サービス業  9.教育･学習支援業  10. 医療･福祉関連業 











1. 住宅・建設  2. 生活関連品  3. 飲食品  4. 産業用製品  5. 家電製品 
6. 機械器具  7. 自動車・輸送器具  8. 衣服・繊維  9. 印刷・紙加工 









1. ある (具体的ブランド名：                )  2. なし 
(13)生産・受注 
・販売等 形態 
1. ほぼ元請け・消費者への直売 (下請けはほとんどなし) 















全  体 人 人 人 人 歳 年
うち男性 人 人 人 人 歳 年




(1)売上高・利益の推移について、平成 19 年度～平成 21 年度の 3 年間の平均と比較した、昨






昨年度 (平成 22 年度) 当年度 (平成 23 年度) 
売上高 利 益 売上高 利 益 
1. 大幅に増加 1. 大幅に増加 1. 大幅に増加 1. 大幅に増加 
2. やや増加 2. やや増加 2. やや増加 2. やや増加 
3. 横ばい 3. 横ばい 3. 横ばい 3. 横ばい 
4. やや減少 4. やや減少 4. やや減少 4. やや減少 
5. 大幅に減少 5. 大幅に減少 5. 大幅に減少 5. 大幅に減少 
(2)前問(1)で、1.または 2.(増加)に○をつけられた方にお聞きします。 
増加の要因について、該当するものに○をおつけください。(複数回答可) 
1. 新たな価値の提供  2. 消費者ニーズの拡大  3. 製品･サービスの差別化 
4. 販売単価の上昇  5. 販路･市場の拡大  6. 広告宣伝の成功   
7. 経営戦略の企画･実行  8. 業務手順・手法の見直し 9. コスト削減   
10. 設備等の新設･更新  11. 人材確保の成功  12. 従業員教育の成功  
13. 新たな経営ノウハウの習得･実行 14. 同業他社の減少  15. 社会環境の変化  
16. 資金繰りの改善 







1. 既存価値への固執  2. 消費者ニーズの減少  3. 製品･サービス力の低下   
4. 販売単価の下落 5. 販路･市場の縮小  6. 広告宣伝の失敗  7. 無戦略･無計画   
8. 業務内のムリ･ムダ･ムラ  9. コストの増加 10. 設備等の老朽化 11. 人材確保の
失敗  12. 従業員教育の不足 13. 経営ノウハウの不足 14. 同業他社の競争激化  
15. 社会環境の変化 16. 資金繰りの悪化  17. その他 (            )  
(4)貴事業所の年間売上高は、次のどの範囲になりますか？ 該当するもの一つに○をおつけく
ださい。 
1. 300 万円未満  2. 300 万円～499 万円  3. 500 万円～999 万円 
4. 1,000 万円～4,999 万円  5. 5,000 万円～1 億円未満    
6. 1 億円～3 億円未満   7. 3 億円以上 
(5)事業資金の調達窓口について、該当するものに○をおつけください。(複数回答可) 
1. 地方銀行  2. 信用金庫･信用組合  3. 政府系金融機関 (日本政策金融公庫等)  
4. 保証協会  5. 商工会  6. 市・県  7. 商工ローン･クレジット 8. 親族等 
9. その他 
(6)金融機関の対応について、該当するもの一つに○をおつけください。 
1. 従来通り変化なし  2. 審査が厳しくなった  3. 返済を厳しく迫られた   
4. 担保･保証人を過重に要求  5. 融資を断られた   
6. これまでより対応が良くなった  7. その他 (             ) 
(7)資金繰りについて、該当するもの一つに○をおつけください。 
1. 順調  2. どちらとも言えない  3. 窮屈  4. 非常に厳しい 
(8)取引先について、その総件数と、取引金額のシェア(％)を 10％刻みでご記入ください。 
  ①<得意先･販売先> 
件  数 所 在 地 域 シェア(金額) 
約 (     ) 件 
1. 東温市内 ％
2. 東温市の近隣市町 
( 松山市・砥部町・松前町・伊予市・久万高原町・西条市 ) 
％
3. 県内 (近隣市町を除く) ％
4. 県外 (主な都道府県：           ) ％
5. 海外 (主な国：              ) ％
  ②<仕入先・外注先> 
件  数 所 在 地 域 シェア(金額) 
約 (     ) 件 
1. 東温市内 ％
2. 東温市の近隣市町 
( 松山市・砥部町・松前町・伊予市・久万高原町・西条市 ) 
％
3. 県内 (近隣市町を除く) ％
4. 県外 (主な都道府県：          ) ％




(9)所属する業界の今後 5 年先の見通しとして、該当するもの一つに○をおつけください。 
  1. 大幅に成長 2. やや成長 3. 横ばい(停滞) 4. やや縮小 5. 大幅に縮小   
(10)貴事業所そのものの今後 5 年先の見通しとして、該当するもの一つに○をおつけください。 
  1. 大幅に成長 2. やや成長 3. 横ばい(停滞) 4. やや縮小 5. 大幅に縮小   
(11)貴事業所の現在の強みと、今後強化したいものに該当する選択肢の番号をご記入ください。 
 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 
現在の強み      








1. FAX  2. パソコン  3. インターネット  4. 電子メール 
5. ワープロ･表計算ソフト 6. 自社ホームページの開設 
7. その他 (                   ) 
(13) パソコンや情報通信機器の状況について、今後導入したいものに○をご記入ください。(複
数回答可) 
1. パソコン  2. インターネット  3. 電子メール  4. ワープロ･表計算ソフト 
5. 自社ホームページの開設   





1. 古くからのつながりがあり、助け合いや情報が得られる  ……………………(  ) 
2. 取引先が市内にあり、交通費や時間が節約できる…………………………………(  )           
3. 優れた人材を集め易い…………………………………………………………………(  ) 
4. 地代･家賃や水道料金などが安い…………………………………………………… (  ) 
5. 豊かな環境がある………………………………………………………………………(  ) 
6. 交通の便が良い…………………………………………………………………………(  ) 
7. 行政や教育機関、各種団体･組合の支援が充実している………………………… (  ) 
8. 商工会の支援が充実している…………………………………………………………(  ) 
9. 教育･医療･福祉などの公共施設が立地し、その利用者が顧客となり得る………(  ) 
10. 市内に同業他社が少ない    ……………………………………………………(  ) 
11. 松山市のベッドタウンであり、人口も増加しビジネスチャンスが広がっている(  ) 
12. グルメスポットや繁華街がある  …………………………………………………(  ) 
13. その他 (                         )   …………(  ) 
1. 経営戦略・経営企画  2. 営業・交渉  3. 製品・サービス開発・独自性  4. 技術・精度・品質の高さ 
5. 迅速さ・納期スピード  6. 品揃え・万能性  7. 価格競争力  8. 東温市へのこだわり  9. 細かな対応 
10. 市場開拓・販路開拓  11. 広告宣伝 12. 商品価値向上への取り組み  13. 知名度  14. 情報収集・分析
15. 業務効率・作業効率  16. ＩＴ活用  17. デザイン・表現  18. 知的財産  19. 連携・ネットワーク 








1. ほとんどが東温市内  2. 市内と市外が半々  3. ほとんどが市外 
(2) 従業員の増減について、対 10 年前と対前年、それぞれ該当するもの一つに○をおつけくだ
さい。 
 《10 年前と比較した現在》 
 1. 大幅に増加  2. やや増加  3. 横ばい  4. やや減少  5. 大幅に減少 
《前年度(平成 22 年度)と比較した現在》 





1. 正社員  (    人)    2. パート･アルバイト (    人) 
3. 契約社員 (    人)    4. 派遣社員 (    人) 
居住地域 
について 
1. できれば東温市内から採用したい  2. 市外から採用したい 
3. こだわらない 









《資   質》 
1. 責任感  2. 情熱  3. 自主性  4. 創意工夫  5. 現場力  6. 交渉力  
7. コミュニケーション力  8. 管理･マネジメント力 
《知識･経験》 
1. 法律 2. 経営 3. 会計･計数管理 4. 税務 5. 労務 6. 金融  
7. 営業･マーケティング 8. IT 活用･パソコン 9. 建設･土木･不動産 
10. 医療･保健･福祉  11. 企画  12. 語学 13. 専門的技術能力 
■特記事項 (必要資格や要件：                         ) 
(6) 従業員を対象とした研修を実施していますか？ 該当するもの一つに○をおつけください。 
 1. している(内容：           ) 2. 予定なし 3. したいが、できていない 
(7) 今後、どのような研修が必要ですか？ ご記入ください。 
















(2) 前問(1)で<2. 参加している>と回答されたグループでは、主にどんな活動をしていますか？ 
  また<1.参加していない>で<1. 今後参加を検討>されている方は、どのような活動に関心があ
りますか？ 
  該当するものに○をおつけください。(複数回答可) 
1. 情報交換  2. 経営に役立つ知識の習得  3. 異業種交流   
4. 人脈･ネットワーク形成 5. 販路開拓･取引先開拓  6. 経営資源共有   
7. 人材育成  8. 共同申請 (補助金･商標等) 9. 技術開発 10. 共同求人   
11.共同受注  12. 共同研究  13. その他 (             ) 
(3) これまでに産･学連携や産･学･官連携にて事業を行ったことがありますか？ また、そうし
た事業を行いたいとお考えですか？ 該当するもの一つに○をおつけください。 
 1. 現在行っている  2. 現在は行っていないが、過去に行ったことがある 







東温市中小企業振興資金融資制度 1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 
東温市中小企業金融制度資金 
利子補給制度 
1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 
(2) 東温市や国・県、商工会等の中小企業支援施策について、該当するものに○をおつけくださ
い。 
資金調達円滑化型の施策 1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 
経営･技術ノウハウ提供型の施策 1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 
人材確保･人材育成型の施策 1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 
地域振興･販路開拓等の施策 1. 利用した  2.利用中  3. 知っているが利用経験なし  4. 知らない 




(1) 今後 5 年ほど先の予定として、事業所･店舗･設備の拡張･増設や縮小(閉鎖･廃業含む)、移転
を検討されていますか？ 該当するもの一つに○をおつけください。 
1. 商工会  2. 商工連盟  3. 法人会  4. 中小企業団体 中央会  5. 中小企業家同友会 






1. 拡張  2. 新規出店･進出  3. 移転  4. 縮小･集約  5. 閉鎖･廃業   
6. 業種転換  7. 合併･M&A  8. 現状維持 9. その他 (            ) 
(2) 前問(1)で <3. 移転>に○をつけられた方は、移転先について該当するものに○をつけ、そ
の移転理由をご記入ください。 
1. 東温市内で移転 2. 東温市の隣接市へ移転 3.隣接市以外の県内移転  
4. 愛媛県以外の国内へ移転 5. 海外へ移転 6. 未定 7. その他 
■移転理由(                                       ) 
(3) 今後新たに事業を展開したいと考える分野について、該当するもの一つに○をおつけくださ
い。 
  1. 特になし 2. 環境関連分野  3. 医療･介護関連分野 4. 情報通信関連分野   
5. 教育･コンサル関連分野  6. その他 (                    ) 
(4) 後継者の有無と事業承継方法について、該当するもの一つに○をおつけください。 
 1. 後継者はすでに決定している → ( 親族 ・ 非親族 ) 
 2. 事業は承継したいが、後継者はまだ決まっていない  3. 第三者への譲渡や M&A  








 1. 自治会や区･組の役員  2. 消防団  3. ＰＴＡ・子供会の役員   
4. 祭りやイベント運営への参加 5. 防犯協会･交通安全協会の役員   
6. 商工会･商店会の役員、各青年部･女性部等の役員 7. 行政の委員会の委員･役員   
8. 同業組合の役員  9. その他 (                   ) 
(3) 職場体験やインターンシップなどについて、該当するもの一つに○をおつけください。 
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